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平成２９年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の  

審査意見について 

 

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された平成２９年度

山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について審査した結果、次のとお

り意見書を提出します。 
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平成２９年度歳入歳出決算審査意見書 

 

第 １  審 査 の 対 象 

 

平成２９年度    山 梨 県 一 般 会 計 

平成２９年度    山 梨 県 恩 賜 県 有 財 産 特 別 会 計 

平成２９年度    山 梨 県 災 害 救 助 基 金 特 別 会 計   

平成２９年度    山梨県母子父子寡婦福祉資金特別会計  

平成２９年度    山梨県中小企業近代化資金特別会計  

平成２９年度    山 梨 県 農 業 改 良 資 金 特 別 会 計  

平成２９年度    山 梨 県 市 町 村 振 興 資 金 特 別 会 計 

平成２９年度    山 梨 県 県 税 証 紙 特 別 会 計 

平成２９年度    山 梨 県 集 中 管 理 特 別 会 計 

平成２９年度    山 梨 県 商 工 業 振 興 資 金 特 別 会 計 

平成２９年度    山梨県林業・木材産業改善資金特別会計 

平成２９年度    山 梨 県 流 域 下 水 道 事 業 特 別 会 計 

平成２９年度    山 梨 県 公 債 管 理 特 別 会 計 

 

 

第 ２  審 査 の 期 間 

 

平成３０年８月１６日から平成３０年９月１３日まで 

 

 

第 ３  審 査 の 手 続 

 

審査に当たっては、 

１ 決算の計数は、附属書類、諸帳票、証拠書類等と符合し正確であるか。 

２ 予算の執行は、議決の趣旨に沿って適正かつ効果的に行われているか。 

３ 財務に関する事務は、財務規則、関係法令等に適合して公正に処理されているか。 

４ 財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか。 

などの諸点に主眼をおき、決算報告書、附属書類、諸帳票、証拠書類等を精査照合するとともに、 

関係職員から概況を聴取し、併せて定例監査及び例月現金出納検査の結果を踏まえ決算審査を行っ

た。 
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第 ４  決 算 の 状 況 

１ 決算規模 
 

一般会計の歳入額は４,５８８億１,３５７万５,９０２円で、前年度と比較して０.７％減少し、歳

出額は４,５１５億１,９９９万７２６円で、前年度と比較して１.０％減少している。 

恩賜県有財産特別会計ほか１１の特別会計の歳入額は２,９３３億７,９２３万１１２円で、前年度

と比較して２.２％減少し、歳出額は２,８２３億１,２７２万４,１５１円で、前年度と比較して

２.３％減少している。 

金     額
対前年度
増減率 金    額

対前年度
増減率 金    額

対前年度
増減率

円 ％ 円 ％ 円 ％

△ 1.3

△ 1.5

8.3

815,326,436,122

752,192,806,014

733,832,714,877

18,360,091,137

△ 2.2

△ 2.3

0.9

△ 0.7

△ 1.0

22.1

293,379,230,112

282,312,724,151

11,066,505,961

一　般　会　計

予 算 現 額

区 分

511,415,552,339 2.0

特　別　会　計 合　　　計

△ 1.0303,910,883,783 0.8

決
算
額

歳 入 額

歳 出 額

差 引 額

458,813,575,902

451,519,990,726

7,293,585,176

 

２ 決算収支 
 

一般会計の歳入歳出差引額である形式収支は７２億９,３５８万５,１７６円、翌年度へ繰り越すべ

き財源を差し引いた実質収支は２６億１,５６２万９,９６６円で、共に黒字となった。 

また、実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は３億８,６２２万３,２２１円の黒

字となり、財政調整基金への積立２５億１,１８８万２,９４７円を加算し、財政調整基金の取崩

２５億円を差し引いた実質単年度収支も、３億９,８１０万６,１６８円の黒字となっている。 

特別会計の形式収支は１１０億６,６５０万５,９６１円、実質収支は１０５億９,５５８万

１,８９８円で、共に黒字となっているが、単年度収支及び実質単年度収支は、１億６,８５６万

５,０２５円の赤字となっている。 

金    額
対前年度
増減率 金    額

対前年度
増減率 金    額

対前年度
増減率

円 ％ 円 ％ 円 ％

形 式 収 支 7,293,585,176 22.1 11,066,505,961 0.9 18,360,091,137 8.3

実 質 収 支 2,615,629,966 17.3 10,595,581,898 △ 1.6 13,211,211,864 1.7

単 年 度 収 支 386,223,221 129.7 △ 168,565,025 78.5 217,658,196 110.4

実 質 単 年 度 収 支 398,106,168 109.3 △ 168,565,025 78.5 229,541,143 104.5

一 般 会 計

区 分

特 別 会 計 合      計

 

第 ５  審査の結果及び意見 

 一般会計及び各特別会計の決算は、附属書類、諸帳票、証拠書類及び指定金融機関等の残高証明書

の計数と合致しており、また、予算の執行、財務に関する事務及び財産の管理は、概ね適正に行われ

ているものと認められた。 
一方、以下に記載する各項目において述べるように、留意又は改善すべき事項が見受けられるので、

これらに適切に対処し、より一層、効率的、効果的な財政運営を心がけ、県民福祉の向上に努められ

たい。 
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１ 一般会計について 

 

（１）歳 入 

  ① 歳入決算額は、前年度と比較して３１億５,０４０万４,９９０円（０.７％）の減となってい

る。                                             （第１表参照）    

これは主に、県債が２３億４,９６０万円、県税が８億３,５２８万６,６８６円、地方交付税が

２億７,９４３万３,０００円、国庫支出金が７億７,８８３万６,５９７円、財産収入が７億

４,４０９万３,９０７円、繰越金が２億５,２１１万６,４９６円減少したことなどによるもので

ある。 

また、歳入状況を自主財源と依存財源でみると、歳入総額に占める割合は、自主財源が

４２.８％、依存財源が５７.２％となっており、自主財源比率は前年度と比較して０.２ポイン

ト上昇している。                        （第２表・第３表参照） 

今後の健全で持続可能な財政運営を維持していくためには、安定した自主財源を確保していく

ことが重要である。 

このため、県税の徴収率向上に向けた対策を着実に実施するとともに、新産業、成長産業の集 

積や企業立地の促進、観光、農林業の振興など、税収の増加につながる施策を積極的に推進する 

など、引き続き自主財源の充実に努められたい。 

 

自主財源と依存財源の比率 

41.7 
34.7 37.7 40.8 39.7 38.1 41.2 43.6 42.6 42.8 

58.3 
65.3 62.3 59.2 60.3 61.9 58.8 56.4 57.4 57.2 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

（％） 自主財源 依存財源

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自主財源】 

・県税    945 億円余 

・地方消費税清算金 

310億円余 

・諸収入   274 億円余 

・繰入金   265 億円余 

【依存財源】 

・地方交付税 1,280 億円余 

・県債    646 億円余 

・国庫支出金 554 億円余 
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 ② 県債発行額は、臨時財政対策債が１２億８,６４０万円、一般補助事業債が６億５,３００万円

増加したものの、減収補塡債（特例分）が３０億７,０００万円、単独事業債が１３億８,１００万

円減少したことなどにより、前年度と比較して２３億４,９６０万円減少している。 

平成２９年度末の県債残高は、国の地方財政計画に基づく臨時財政対策債が微増したものの、

行政需要に対応した計画的な県債発行により、前年度から１２０億２,６４２万４,０５８円減少

し、９,６１８億４,７７０万８６２円となっている。 

平成２６年度以降、県債残高は減少傾向にあるが、多額の県債残高は、後年度の財政負担とな

り、財政の硬直化を招く要因ともなることから、引き続き県債残高の着実な削減を図られたい。 

 

県債残高の推移 

8,872
9,215

9,843 9,912 9,985 10,066 10,005 9,835 9,739 9,618

7,187 7,161 7,334 7,124 6,961 6,812

6,597 6,333 6,221 6,090

1,685 2,054
2,509

2,788
3,024 3,254 3,408

3,502 3,518 3,528

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

県債

臨時財政対策債を除く県債(病院事業債を含む)

臨時財政対策債
（億 円）

696

内は県債発行額

972 951 752 770 793 646670675 586

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 収入未済額は２７億９,６９５万２,２４５円で、前年度と比較して７,２４０万５,３７１円

（２.５％）減少している。                            （第１表・第８表参照） 

これは、県税以外の収入未済額が、前年度と比較して１億３,０２３万２,４３７円増加したも

のの、県税の収入未済額が、前年度と比較して２億８６万６,７０８円減少したことによるもの

である。 

県税の収入未済額は１５億１,８６３万４,５７７円で、その主なものは、個人県民税  

１０億６,７４５万４,３２３円、不動産取得税２億１,８２５万９,７７３円及び自動車税１億

３,００４万６,０９２円である。                       （第４表参照） 

また、県税以外の収入未済額は１２億５,６０９万５,３７７円で、その主なものは、県営住宅 

使用料３億６,３５７万６,９６０円、違約金及び延納利息２億７,４６０万８,８２５円、産業廃 

棄物処理に係る行政代執行費用１億９,２８２万３,３２２円及び河川内土砂撤去費等に係る不

当利得返還請求額１億５,５９１万７,０３５円である。           （第７表参照） 

 

 

 

○依存財源である県債発行額は 646 億

円余 

・対前年比 23 億円余(3.5%)減少 

○県債発行額の主なもの 

・一般補助事業債   274 億円余 ※１ 

・臨時財政対策債   209 億円余 ※２ 

・単独事業債      136 億円余 ※３ 

 

（参考） 

○県全体の県債残高は 9,941 億円余 

・一般会計             9,618 億円余 

・特別会計               315 億円余 

・企業会計                 7 億円余 

※１ 一般補助事業債は、国の補助事業や国直轄事業に係る県債。 

※２ 臨時財政対策債は、国の地方交付税特別会計の財源が不足し、地方交付税として交付するべき財源が不足した

場合に、地方交付税の交付額を減らして地方公共団体に地方債を発行させるものである。臨時財政対策債の元利

償還金相当額は、全額が後年度地方交付税の基準財政需要額に算入される。 

※３ 単独事業債は、県単独事業に係る県債。 
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収入未済の縮減に向け、地方税滞納整理推進機構による共同滞納整理など県と市町村が連携し

た徴収対策により、個人県民税の収入未済が前年度と比較して１億８,４１７万８,１５５円減少

するなどの効果が見られるものの、収入未済の総額は、依然として多額である。 

今後とも、新たな未収金の発生を防止するとともに、地方税滞納整理推進機構の取組を進める

ほか、法令や山梨県滞納債権処理方針等に基づき、収入未済の解消になお一層努められたい。 

                                     （第１表参照） 
 

収入未済額の推移 
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（２）歳 出 

① 歳出決算額は、前年度と比較して４４億６,８５０万３,９４９円(１.０％)の減となっている。                                  

（第９表参照） 

これは主に、民生費が２５億７,５６２万８,３０７円、基金積立金の増などにより諸支出金が

１７億４,４０１万８,８９１円、土木費が１１億３,１８１万９,９５７円増加したものの、農林

水産業費が４６億９,３１６万５,２８８円、商工費が４５億２,１５０万６,２５６円、公債費が

１３億７,０３４万４,８９２円減少したことなどによるものである。 

性質別決算状況をみると、行政経費は２,３８３億５,７８４万５千円で、前年度と比較して

６８億８,１１１万２千円(２.８％)減少した。              （第１０表参照） 

これは主に、人件費の減少や前年度の県林業公社廃止に伴う補助費の減少などによるものであ

る。また、構成比は５２.８％と前年度より１.０ポイント減少している。                    

投資的経費は８７６億７,８６８万３千円で、前年度と比較して６２億１,５８３万３千円

(７.６％)増加した。 

これは、普通建設事業費のうち単独事業費の増加などによるものである。また、構成比は

１９.４％と前年度より１.５ポイント増加している。 

公債費は８４１億７,７２１万３千円で、前年度と比較して１３億７,９８６万６千円

(１.６％)減少し、構成比は１８.６％と前年度より０.２ポイント減少している。 

これは、臨時財政対策債等を除く通常の県債等残高の計画的な削減を行ってきたことなどによ

るものである。 

今後とも、人件費や公債費などの義務的経費の適切な管理に努め、財政の硬直化の抑制を図ら

れたい。 

 

性質別決算の推移 

2,252 2,257 2,247 2,285 2,265 2,233 2,279 2,430 2,452 2,384

1,057 1,067 1,070 1,011 1,015 1,100 1,119 860 815 877

744 773 868 829 833 841 854 863 856 842

394 
692 578 673 559 708 499 527 437 412 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

（億円） 行政経費 投資的経費 公債費 その他

 
 
人件費と公債費の推移 
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これは主に、人件費の減少や前年度の県林業公社廃止に伴う補助費の減少などによるものであ
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これは、臨時財政対策債等を除く通常の県債等残高の計画的な削減を行ってきたことなどによ
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今後とも、人件費や公債費などの義務的経費の適切な管理に努め、財政の硬直化の抑制を図ら

れたい。 
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人件費と公債費の推移 
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② 翌年度繰越額は１００事業、４４１億６,１０３万２,３０７円で、前年度と比較して５事業減

少しているが、繰越額は１２６億９,８２０万９６８円(４０.４％)増加している。 

これは主に、国の経済対策に呼応して補正予算に計上した緊急道路整備費や通常砂防事業費等

の公共事業費の繰越額が増加したことなどによるものである。 

内訳は、継続費逓次繰越２事業、３億９,６３７万１,０００円、繰越明許費８６事業、４２０億

９,３９５万２,４３１円、事故繰越１２事業、１６億７,０７０万８,８７６円である。 

今後とも、計画的な執行に努めるとともに、繰越に係る事業についても、事業効果の早期発現

が図られるよう迅速かつ効率的な執行に努められたい。 

 

③ 不用額は１５７億３,４５２万９,３０６円で、その主なものは、商工費が７３億１９１万

７６６円、教育費が２６億４,９３２万７,２６４円であり、前年度と比較して１６億４，６４７万

５,６５１円(１１.７％)増加している。 

不用額については、ここ数年は１５０億円前後で推移しているが、今後とも、事業の計画的な

執行に努めるとともに、事業の進捗状況を的確に把握し、適切な予算計上に努めるなど、引き続

き、財源の有効活用に留意されたい。 

 

繰越額と不用額の推移 
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２ 特別会計について 

 

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額 実質収支額 単年度収支額

会  計  名 （Ａ） (B） (C)=(A)-(B） (E)=(C)-(D）

円 円 円 円 円 円

恩 賜 県 有 財 産

特 別 会 計
10,112,290,353 7,233,078,671 2,879,211,682 67,136,580 2,812,075,102 △ 334,463,788

災 害 救 助 基 金

特 別 会 計
194,087 194,087 0 0 0 0

母子父子寡婦福祉

資 金 特 別 会 計
219,076,842 69,251,923 149,824,919 0 149,824,919 8,764,870

中 小 企 業 近 代 化

資 金 特 別 会 計
5,277,855,924 2,100,469,153 3,177,386,771 0 3,177,386,771 219,472,883

農 業 改 良 資 金

特 別 会 計
181,749,481 33,805,500 147,943,981 0 147,943,981 △ 14,275,470

市 町 村 振 興 資 金

特 別 会 計
4,970,888,189 1,234,858,000 3,736,030,189 219,500,000 3,516,530,189 1,700,423

県税証紙特別会計 1,845,357,800 1,825,311,200 20,046,600 0 20,046,600 △ 22,311,200

集中管理特別会計102,500,032,909 102,475,013,534 25,019,375 0 25,019,375 0

商 工 業 振 興 資 金

特 別 会 計
29,787,319,000 29,787,319,000 0 0 0 0

林業・ 木材産業改善

資 金 特 別 会 計
167,023,961 60,338,961 106,685,000 0 106,685,000 △ 31,650,451

流 域 下 水 道 事 業

特 別 会 計
6,759,646,279 5,935,288,835 824,357,444 184,287,483 640,069,961 4,197,708

公債管理特別会計131,557,795,287 131,557,795,287 0 0 0 0

合   計 293,379,230,112 282,312,724,151 11,066,505,961 470,924,063 10,595,581,898 △ 168,565,025

翌年度へ繰り越

すべき財源(D）

 

 
① 恩賜県有財産特別会計ほか１１会計の歳入総額は、２,９３３億７,９２３万１１２円で、前年度

と比較して６６億４,５０７万５,０４４円（２.２％）の減となっており、歳出総額は、２,８２３億

１,２７２万４,１５１円で、前年度と比較して６７億３,８７４万６,３３８円（２.３％）の減と

なっている。 
 
② 歳入総額から歳出総額を差し引いた歳入歳出差引額は、１１０億６,６５０万５,９６１円で、前

年度と比較して９,３６７万１,２９４円（０.９％）の増となっている。 
 
③ 翌年度へ繰り越すべき財源４億７,０９２万４,０６３円を差し引いた実質収支額は、１０５億 

９,５５８万１,８９８円で、前年度と比較して１億６,８５６万５,０２５円（１.６％）減少して

いる。 
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歳入決算額対前年度比較 
予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 1.2 0.0

率
％

99.0 97.8 97.8 皆増 96.6

△ 15,070,488対
前
年

度
比
較

金
額

△ 3,182,154,698 △ 6,653,086,032 △ 6,645,075,044 7,059,500

97.7 99.9307,093,038,481 300,461,759,028 300,024,305,156 0 437,453,872 △ 7,068,733,325

96.5 99.9

年度

303,910,883,783 293,808,672,996 293,379,230,112 7,059,500 422,383,384 △ 10,531,653,671

28

29

 
歳出決算額対前年度比較 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 1.2

97.7 － 121.7 － 119.6
率
％

99.0

△ 3,182,154,698 △ 6,738,746,338 0 281,006,615 0 3,275,585,025対
前
年

度
比
較

金
額

1,293,776,783 0 16,747,791,209 94.1307,093,038,48128 289,051,470,489 0

1,574,783,398 0 20,023,376,234 92.9303,910,883,783 282,312,724,15129 0

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

 
④ 不納欠損額の総額は、７０５万９,５００円で、前年度と比較して皆増している。これは、中小

企業近代化資金特別会計に係る小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金のうち、回収不能となっ

た一部の債権について、平成３０年２月議会の議決を受けて不納欠損処分を行ったものである。 

 また、収入未済額の総額は、４億２,２３８万３,３８４円で、前年度と比較して１,５０７万

４８８円（３.４％）減少している。これは主として、前述の不納欠損処分等により中小企業近代

化資金特別会計の収入未済額が７７７万９,５００円減少したことなどによるものである。 

今後とも、法令や山梨県滞納債権処理方針等に基づき、収入未済額の解消に取り組むとともに、 

滞納初期においてきめ細かな状況把握や交渉を行うなど、新たな未収金の発生防止に努められたい。 
 
収入未済額の推移 
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⑤ 各会計の実質収支額推移状況は次の表のとおりであり、平成２９年度の総額は１０５億

９,５５８万１,８９８円と、前年度と比較して１億６,８５６万５,０２５円減少している。 

特別会計内に留保している資金（実質収支額）については、財源の有効活用の観点から、必要に

応じて一般会計に繰り出すなど、予算管理と執行に留意されたい。 
 

実質収支額の推移  
 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

（ 百万円 ）

恩賜県有財産特別会計 災害救助基金特別会計 母子父子寡婦福祉資金特別会計

中小企業近代化資金特別会計 農業改良資金特別会計 市町村振興資金特別会計

県税証紙特別会計 集中管理特別会計 商工業振興資金特別会計

林業・木材産業改善資金特別会計 流域下水道事業特別会計 公債管理特別会計

←流域下水道事業

←恩賜県有財産

←中小企業近代化

資金

←市町村振興資金
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４ 今後の行財政運営 
 

平成２９年度決算における本県の財政状況は、歳出が減少する一方、歳入も減少し、財政調整基金 

を２５億円取り崩すなど依然として厳しい状況にあり、財政の中期見通しにおいても、歳入の大幅な

増加が見込めない一方で、歳出は、介護保険関係経費や高齢者医療費など社会保障に係る費用の増加

が見込まれている。 

 

こうした厳しい財政状況の中で、活力あるやまなしの実現に向けた産業の活性化、観光の振興、少 

子高齢化に対応した子育て環境の整備、医療・福祉の充実、更には、安全安心な県土づくりを支える

社会資本の整備など、各般の施策展開が求められている。 

 

 今後とも、こうした行政課題に的確に対応するため、県税など自主財源の充実、未収金対策の充実 

強化などこれまで以上の財源確保に取り組むとともに、県民や時代のニーズを的確に把握し、施策・ 

事業の重点化を図るなど歳入歳出両面に渡って徹底した見直しに努められたい。 

更に、今後の健全で持続可能な財政運営に向け、次の事項についても十分に留意されたい。 

 

 ① 地方公会計制度への対応と財務書類の活用  

平成３０年３月、統一的な基準による財務書類として、道路などの公共用財産の固定資産台帳

が整備され、貸借対照表などの財務書類が作成されたところである。 

   今後は、財務書類の活用方法の検討を進めるとともに、資産・負債の状況をはじめ、行政コス

トなどの財務情報を分かりやすく発信し、行財政運営に対する県民の理解促進に努められたい。 

  

② 公共施設の有効活用と長寿命化計画の推進 

   トンネル、橋りょう、公園などの社会資本の長寿命化計画を着実に推進するとともに、「公共

施設等総合管理計画」を踏まえた公共施設ごとの個別計画を作成し、計画的、効率的な改修等に

よるコストの削減と、施設の有効活用に取り組まれたい。 

 

 ③ 基金の的確な活用と効率的な運用 

   財政調整基金、県債管理基金及び公共施設整備等事業基金の主要３基金（平成２９年度末残

高：８８４億２,０７１万９,１９９円）について、財政負担の平準化や将来の財政需要への対応

など、基金の設置目的や財政状況に応じた的確な活用に努められたい。 

また、日本銀行の金融緩和策の継続により、金利水準が低位で推移することが見込まれる状況

下においても、今後の金融政策などを注視しつつ、安全性と流動性を確保した上での効果的な運

用方法について検討するとともに、専門的知識を有する職員の育成に努めるなど、基金や歳計現

金の効率的な運用に取り組まれたい。 

 

 ④ 着実な行財政改革の推進 

民間のノウハウを生かした指定管理者制度の推進、出資法人経営健全化プランを踏まえた経営

改善など、ダイナミックやまなし総合計画に基づき、行財政改革の着実な推進に取り組まれたい。 
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6
,6

8
6

△
 0

.9

地
方

消
費

税
清

算
金

3
1
,0

1
1
,7

9
3
,4

8
9

6
.8

3
0
,1

5
0
,6

6
9
,4

5
6

6
.5

8
6
1
,1

2
4
,0

3
3

2
.9

分
担

金
及

び
負

担
金

2
,5

2
3
,4

5
2
,6

3
0

0
.5

2
,0

8
2
,4

9
0
,6

9
5

0
.5

4
4
0
,9

6
1
,9

3
5

2
1
.2

使
用

料
及

び
手

数
料

7
,6

6
7
,4

2
1
,2

2
4

1
.7

7
,7

4
2
,2

8
7
,5

4
5

1
.7

△
 7

4
,8

6
6
,3

2
1

△
 1

.0

財
産

収
入

6
1
7
,1

3
9
,2

1
5

0
.1

1
,3

6
1
,2

3
3
,1

2
2

0
.3

△
 7

4
4
,0

9
3
,9

0
7

△
 5

4
.7

寄
附

金
1
8
9
,7

1
5
,9

9
1

0
.0

1
7
5
,2

6
9
,2

6
0

0
.0

1
4
,4

4
6
,7

3
1

8
.2

繰
入

金
2
6
,5

2
4
,7

6
1
,3

5
0

5
.8

2
6
,3

6
7
,8

3
3
,6

0
1

5
.7

1
5
6
,9

2
7
,7

4
9

0
.6

繰
越

金
5
,9

7
5
,4

8
6
,2

1
7

1
.3

6
,2

2
7
,6

0
2
,7

1
3

1
.3

△
 2

5
2
,1

1
6
,4

9
6

△
 4

.0

諸
収

入
2
7
,4

8
7
,5

8
0
,5

2
9

6
.0

2
7
,2

0
3
,5

3
3
,9

6
0

5
.9

2
8
4
,0

4
6
,5

6
9

1
.0

計
1
9
6
,5

7
1
,6

3
4
,0

2
4

4
2
.8

1
9
6
,7

2
0
,4

9
0
,4

1
7

4
2
.6

△
 1

4
8
,8

5
6
,3

9
3

△
 0

.1

地
方

譲
与

税
1
3
,5

7
9
,8

8
1
,0

0
0

3
.0

1
3
,1

9
5
,7

6
4
,0

0
0

2
.9

3
8
4
,1

1
7
,0

0
0

2
.9

地
方

特
例

交
付

金
2
9
9
,4

5
1
,0

0
0

0
.1

2
7
1
,2

9
8
,0

0
0

0
.1

2
8
,1

5
3
,0

0
0

1
0
.4

地
方

交
付

税
1
2
8
,0

6
2
,5

8
5
,0

0
0

2
7
.9

1
2
8
,3

4
2
,0

1
8
,0

0
0

2
7
.8

△
 2

7
9
,4

3
3
,0

0
0

△
 0

.2

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
2
7
6
,2

8
7
,0

0
0

0
.1

2
8
2
,2

3
6
,0

0
0

0
.1

△
 5

,9
4
9
,0

0
0

△
 2

.1

国
庫

支
出

金
5
5
,4

0
7
,1

3
7
,8

7
8

1
2
.1

5
6
,1

8
5
,9

7
4
,4

7
5

1
2
.2

△
 7

7
8
,8

3
6
,5

9
7

△
 1

.4

県
債

6
4
,6

1
6
,6

0
0
,0

0
0

1
4
.1

6
6
,9

6
6
,2

0
0
,0

0
0

1
4
.5

△
 2

,3
4
9
,6

0
0
,0

0
0

△
 3

.5

計
2
6
2
,2

4
1
,9

4
1
,8

7
8

5
7
.2

2
6
5
,2

4
3
,4

9
0
,4

7
5

5
7
.4

△
 3

,0
0
1
,5

4
8
,5

9
7

△
 1

.1

4
5
8
,8

1
3
,5

7
5
,9

0
2

1
0
0
.0

4
6
1
,9

6
3
,9

8
0
,8

9
2

1
0
0
.0

△
 3

,1
5
0
,4

0
4
,9

9
0

△
 0

.7

※
　
構

成
比

の
単

位
未

満
は
四

捨
五

入
し
て
あ
る
の
で
、
内

訳
の
合

計
が
合

計
欄

と
一

致
し
な
い
場

合
が
あ
る
。

自 　 主 　 財 　 源 依 　 存 　 財 　 源

合
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 計

収
入

財
源

別
構

成
の

対
前

年
度

比
較

（
第

２
表

）

区
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 分

平
成

２
９
年

度
平

成
２
８
年

度
比

 較
 増

 減

　
(
第

３
表

)

 
金

　
　

額
増

減
率

 
金

　
　

額
増

減
率

 
金

　
　

額
増

減
率

 
金

　
　

額
増

減
率

 
金

　
　

額
増

減
率

県
税

8
2
,
5
6
7
,
8
5
2
,
5
2
3

△
 
1
.
4

8
5
,
4
3
0
,
4
1
0
,
1
1
7

3
.
5

9
7
,
6
9
9
,
9
6
3
,
7
5
1

1
4
.
4

9
5
,
4
0
9
,
5
7
0
,
0
6
5

△
 
2
.
3

9
4
,5

7
4
,2

8
3
,3

7
9

△
 
0
.
9

地
方

消
費

税
清

算
金

1
6
,
8
1
3
,
0
7
0
,
8
0
0

△
 
1
.
0

2
0
,
3
6
9
,
7
9
4
,
6
9
9

2
1
.
2

3
3
,
6
3
6
,
9
4
8
,
5
6
7

6
5
.
1

3
0
,
1
5
0
,
6
6
9
,
4
5
6

△
 
1
0
.
4

3
1
,0

1
1
,7

9
3
,4

8
9

2
.
9

分
担

金
及

び
負

担
金

3
,
0
1
2
,
6
6
6
,
9
1
7

△
 
1
0
.
9

2
,
1
4
5
,
8
1
5
,
5
1
7

△
 
2
8
.
8

1
,
9
6
6
,
3
5
4
,
8
9
7

△
 
8
.
4

2
,
0
8
2
,
4
9
0
,
6
9
5

5
.
9

2
,5

2
3
,4

5
2
,6

3
0

2
1
.
2

使
用

料
及

び
手

数
料

5
,
6
4
5
,
0
4
0
,
0
7
7

△
 
3
.
6

6
,
4
6
1
,
7
2
9
,
1
2
8

1
4
.
5

7
,
1
4
9
,
0
8
4
,
6
3
0

1
0
.
6

7
,
7
4
2
,
2
8
7
,
5
4
5

8
.
3

7
,6

6
7
,4

2
1
,2

2
4

△
 
1
.
0

財
産

収
入

1
,
0
5
3
,
8
5
8
,
6
2
3

6
3
.
8

6
1
8
,
1
2
5
,
3
9
7

△
 
4
1
.
3

1
,
4
6
1
,
0
8
7
,
7
1
9

1
3
6
.
4

1
,
3
6
1
,
2
3
3
,
1
2
2

△
 
6
.
8

6
1
7
,1

3
9
,2

1
5

△
 
5
4
.
7

寄
附

金
1
1
2
,
7
8
4
,
6
0
7

4
.
4

2
5
1
,
3
5
0
,
2
5
7

1
2
2
.
9

1
6
8
,
6
9
1
,
1
2
1

△
 
3
2
.
9

1
7
5
,
2
6
9
,
2
6
0

3
.
9

1
8
9
,7

1
5
,9

9
1

8
.
2

繰
入

金
4
6
,
1
0
8
,
5
4
3
,
5
6
2

△
 
1
1
.
5

4
0
,
6
2
9
,
3
5
4
,
3
1
1

△
 
1
1
.
9

2
5
,
6
0
8
,
4
4
9
,
0
4
0

△
 
3
7
.
0

2
6
,
3
6
7
,
8
3
3
,
6
0
1

3
.
0

2
6
,5

2
4
,7

6
1
,3

5
0

0
.
6

繰
越

金
1
0
,
7
1
8
,
2
8
9
,
8
6
6

△
 
2
6
.
6

1
3
,
5
6
7
,
6
4
5
,
9
7
2

2
6
.
6

1
0
,
1
6
8
,
5
4
6
,
3
8
1

△
 
2
5
.
1

6
,
2
2
7
,
6
0
2
,
7
1
3

△
 
3
8
.
8

5
,9

7
5
,4

8
6
,2

1
7

△
 
4
.
0

諸
収

入
2
5
,
3
1
1
,
4
0
0
,
6
3
6

5
.
0

3
0
,
3
0
1
,
9
6
4
,
8
2
9

1
9
.
7

2
8
,
8
4
4
,
1
6
5
,
9
3
8

△
 
4
.
8

2
7
,
2
0
3
,
5
3
3
,
9
6
0

△
 
5
.
7

2
7
,4

8
7
,5

8
0
,5

2
9

1
.
0

自
主

財
源

計
1
9
1
,
3
4
3
,
5
0
7
,
6
1
1

△
 
5
.
0

1
9
9
,
7
7
6
,
1
9
0
,
2
2
7

4
.
4

2
0
6
,
7
0
3
,
2
9
2
,
0
4
4

3
.
5

1
9
6
,
7
2
0
,
4
9
0
,
4
1
7

△
 
4
.
8

1
9
6
,5

7
1
,6

3
4
,0

2
4

△
 
0
.
1

地
方

譲
与

税
1
4
,
5
1
0
,
1
1
6
,
0
3
2

2
0
.
7

1
7
,
0
2
5
,
6
1
3
,
0
6
2

1
7
.
3

1
5
,
6
2
9
,
0
9
2
,
0
6
4

△
 
8
.
2

1
3
,
1
9
5
,
7
6
4
,
0
0
0

△
 
1
5
.
6

1
3
,5

7
9
,8

8
1
,0

0
0

2
.
9

地
方

特
例

交
付

金
2
7
6
,
6
7
6
,
0
0
0

△
 
7
0
.
4

2
6
3
,
4
1
0
,
0
0
0

△
 
4
.
8

2
6
4
,
9
3
1
,
0
0
0

0
.
6

2
7
1
,
2
9
8
,
0
0
0

2
.
4

2
9
9
,4

5
1
,0

0
0

1
0
.
4

地
方

交
付

税
1
3
2
,
3
8
9
,
6
5
0
,
0
0
0

△
 
0
.
2

1
3
5
,
2
8
6
,
5
6
9
,
0
0
0

2
.
2

1
3
3
,
1
9
2
,
0
7
9
,
0
0
0

△
 
1
.
5

1
2
8
,
3
4
2
,
0
1
8
,
0
0
0

△
 
3
.
6

1
2
8
,0

6
2
,5

8
5
,0

0
0

△
 
0
.
2

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
3
2
9
,
0
1
4
,
0
0
0

△
 
5
.
1

2
8
5
,
3
0
7
,
0
0
0

△
 
1
3
.
3

2
9
2
,
5
6
6
,
0
0
0

2
.
5

2
8
2
,
2
3
6
,
0
0
0

△
 
3
.
5

2
7
6
,2

8
7
,0

0
0

△
 
2
.
1

国
庫

支
出

金
8
3
,
6
2
0
,
5
2
0
,
5
6
6

1
7
.
7

6
5
,
0
9
3
,
4
2
9
,
7
4
0

△
 
2
2
.
2

5
9
,
5
4
2
,
4
4
7
,
5
1
3

△
 
8
.
5

5
6
,
1
8
5
,
9
7
4
,
4
7
5

△
 
5
.
6

5
5
,4

0
7
,1

3
7
,8

7
8

△
 
1
.
4

県
債

7
9
,
2
8
8
,
1
0
0
,
0
0
0

5
.
4

6
7
,
5
4
2
,
1
0
0
,
0
0
0

△
 
1
4
.
8

5
8
,
6
2
9
,
3
0
0
,
0
0
0

△
 
1
3
.
2

6
6
,
9
6
6
,
2
0
0
,
0
0
0

1
4
.
2

6
4
,6

1
6
,6

0
0
,0

0
0

△
 
3
.
5

依
存

財
源

計
3
1
0
,
4
1
4
,
0
7
6
,
5
9
8

6
.
2

2
8
5
,
4
9
6
,
4
2
8
,
8
0
2

△
 
8
.
0

2
6
7
,
5
5
0
,
4
1
5
,
5
7
7

△
 
6
.
3

2
6
5
,
2
4
3
,
4
9
0
,
4
7
5

△
 
0
.
9

2
6
2
,2

4
1
,9

4
1
,8

7
8

△
 
1
.
1

合
計

5
0
1
,
7
5
7
,
5
8
4
,
2
0
9

1
.
6

4
8
5
,
2
7
2
,
6
1
9
,
0
2
9

△
 
3
.
3

4
7
4
,
2
5
3
,
7
0
7
,
6
2
1

△
 
2
.
3

4
6
1
,
9
6
3
,
9
8
0
,
8
9
2

△
 
2
.
6

4
5
8
,
8
1
3
,
5
7
5
,
9
0
2

△
 
0
.
7

 
平

　
成

　
２

８
　

年
　

度
 
平

　
成

　
２

９
　

年
　

度

科
目

別
及

び
財

源
別

の
収

入
済

額
の

推
移

単
位

：
円

、
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科

 
 
 
 
目

 
平

　
成

　
２

５
　

年
　

度
 
平

　
成

　
２

６
　

年
　

度
 
平

　
成

　
２

７
　

年
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区
  

 分

平
成

２
９
年

度
平

成
２
８
年

度
比

較
増

減
額

増
減

率
平

成
２
９
年

度
平

成
２
８
年

度
比

較
増

減
額

増
減

率
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額

円
円

円
％

円
円

円
％

円
円

個
  

  
  

 人
3
0
,4

5
4
,8

9
7
,0

2
3

2
9
,7

8
8
,3

3
8
,4

3
6

6
6
6
,5

5
8
,5

8
7

2
.2

2
9
,2

8
1
,0

7
5
,7

2
7

2
8
,4

1
5
,2

5
9
,0

0
7

8
6
5
,8

1
6
,7

2
0

3
.0

1
0
6
,3

6
6
,9

7
3

1
,0

6
7
,4

5
4
,3

2
3

法
  

  
  

 人
4
,6

3
7
,7

4
1
,2

5
5

4
,2

8
3
,4

6
5
,1

7
3

3
5
4
,2

7
6
,0

8
2

8
.3

4
,6

1
2
,9

9
7
,7

8
1

4
,2

5
5
,2

3
2
,7

1
4

3
5
7
,7

6
5
,0

6
7

8
.4

5
,7

0
3
,2

3
1

1
9
,0

4
0
,2

4
3

利
  
子

  
割

3
4
4
,5

8
1
,9

4
3

2
8
7
,8

0
5
,2

7
8

5
6
,7

7
6
,6

6
5

1
9
.7

3
4
4
,5

8
1
,9

4
3

2
8
7
,8

0
5
,2

7
8

5
6
,7

7
6
,6

6
5

1
9
.7

0
0

計
3
5
,4

3
7
,2

2
0
,2

2
1

3
4
,3

5
9
,6

0
8
,8

8
7

1
,0

7
7
,6

1
1
,3

3
4

3
.1

3
4
,2

3
8
,6

5
5
,4

5
1

3
2
,9

5
8
,2

9
6
,9

9
9

1
,2

8
0
,3

5
8
,4

5
2

3
.9

1
1
2
,0

7
0
,2

0
4

1
,0

8
6
,4

9
4
,5

6
6

個
  

  
  

 人
1
,0

1
5
,6

1
0
,7

7
0

1
,0

1
9
,6

9
9
,5

9
2

△
 4

,0
8
8
,8

2
2

△
 0

.4
9
8
2
,6

8
9
,1

2
1

9
9
3
,4

9
9
,6

6
5

△
 1

0
,8

1
0
,5

4
4

△
 1

.1
1
,3

3
8
,2

8
8

3
1
,5

8
3
,3

6
1

法
  

  
  

 人
2
2
,4

8
1
,4

1
7
,2

3
6

2
3
,4

8
5
,8

7
0
,5

5
8

△
 1

,0
0
4
,4

5
3
,3

2
2

△
 4

.3
2
2
,4

1
5
,8

3
8
,8

7
7

2
3
,4

1
2
,5

2
2
,9

6
8

△
 9

9
6
,6

8
4
,0

9
1

△
 4

.3
2
1
,7

1
5
,6

0
3

4
3
,8

6
2
,7

5
6

計
2
3
,4

9
7
,0

2
8
,0

0
6

2
4
,5

0
5
,5

7
0
,1

5
0

△
 1

,0
0
8
,5

4
2
,1

4
4

△
 4

.1
2
3
,3

9
8
,5

2
7
,9

9
8

2
4
,4

0
6
,0

2
2
,6

3
3

△
 1

,0
0
7,

4
9
4
,6

3
5

△
 4

.1
2
3
,0

5
3
,8

9
1

7
5
,4

4
6
,1

1
7

譲
  
渡

  
割

1
1
,1

9
7
,1

9
4
,5

7
5

1
3
,1

9
4
,9

5
2
,9

0
1

△
 1

,9
9
7
,7

5
8
,3

2
6

△
 1

5
.1

1
1
,1

9
7
,1

9
4
,5

7
5

1
3
,1

9
4
,9

5
2
,9

0
1

△
 1

,9
9
7
,7

5
8
,3

2
6

△
 1

5
.1

0
0

貨
  
物

  
割

1
4
5
,9

2
3
,2

0
0

1
3
4
,4

5
1
,9

0
0

1
1
,4

7
1
,3

0
0

8
.5

1
4
5
,9

2
3
,2

0
0

1
3
4
,4

5
1
,9

0
0

1
1
,4

7
1
,3

0
0

8
.5

0
0

計
1
1
,3

4
3
,1

1
7
,7

7
5

1
3
,3

2
9
,4

0
4
,8

0
1

△
 1

,9
8
6
,2

8
7
,0

2
6

△
 1

4
.9

1
1
,3

4
3
,1

1
7
,7

7
5

1
3
,3

2
9
,4

0
4
,8

0
1

△
 1

,9
8
6
,2

8
7
,0

2
6

△
 1

4
.9

0
0

2
,1

9
1
,5

7
6
,1

2
7

2
,0

8
8
,9

5
5
,7

6
2

1
0
2
,6

2
0
,3

6
5

4
.9

1
,9

7
1
,7

0
0
,1

3
5

1
,8

8
2
,8

4
4
,2

5
0

8
8
,8

5
5
,8

8
5

4
.7

1 ,
6
1
6
,2

1
9

2
1
8
,2

5
9
,7

7
3

9
5
1
,3

8
5
,5

1
9

1
,0

1
4
,5

0
9
,5

1
4

△
 6

3
,1

2
3
,9

9
5

△
 6

.2
9
5
1
,3

8
5
,5

1
9

1
,0

1
4
,5

0
9
,5

1
4

△
 6

3
,1

2
3
,9

9
5

△
 6

.2
0

0

7
6
6
,2

5
1
,3

2
9

7
7
6
,4

5
8
,0

2
9

△
 1

0
,2

0
6
,7

0
0

△
 1

.3
7
5
7
,8

6
3
,3

0
0

7
6
8
,0

7
0
,0

0
0

△
 1

0
,2

0
6
,7

0
0

△
 1

.3
0

8
,3

8
8
,0

2
9

1
2
,9

9
2
,5

7
4
,7

9
0

1
2
,9

9
3
,6

9
1
,1

2
0

△
 1

,1
1
6
,3

3
0

△
 0

.0
1
2
,8

4
6
,9

0
3
,4

4
0

1
2
,8

3
7
,7

6
8
,4

4
2

9
,1

3
4
,9

9
8

0
.1

1
5
,6

2
5
,2

5
8

1
3
0
,0

4
6
,0

9
2

2
4
4
,0

0
0

2
4
3
,2

0
0

8
0
0

0
.3

2
4
4
,0

0
0

2
4
3
,2

0
0

8
0
0

0
.3

0
0

5
2
3
,4

5
4
,9

0
0

0
5
2
3
,4

5
4
,9

0
0

-
5
2
3
,4

5
4
,9

0
0

0
5
2
3
,4

5
4
,9

0
0

-
0

0

1
,3

6
2
,1

3
7
,1

0 0
1
,0

3
8
,5

8
3
,8

0
0

3
2
3
,5

5
3
,3

0
0

3
1
.2

1
,3

6
2
,1

3
7
,1

0
0

1
,0

3
8
,5

8
3
,8

0
0

3
2
3
,5

5
3
,3

0
0

3
1
.2

0
0

7
,1

6
5
,5

8
1
,9

6
1

7
,1

5
7
,0

0
0
,1

2
6

8
,5

8
1
,8

3
5

0
.1

7
,1

6
5
,5

8
1
,9

6
1

7
,1

5
7
,0

0
0
,1

2
6

8
,5

8
1
,8

3
5

0
.1

0
0

1
4
,7

1
1
,8

0
0

1
6
,8

2
6
,3

0
0

△
 2

,1
1
4
,5

0
0

△
 1

2
.6

1
4
,7

1
1
,8

0
0

1
6
,8

2
6
,3

0
0

△
 2

,1
1
4
,5

0
0

△
 1

2
.6

0
0

9 6
,2

4
5
,2

8
3
,5

2
8

9
7
,2

8
0
,8

5
1
,6

8
9

△
 1

,0
3
5
,5

6
8
,1

6
1

△
 1

.1
9
4
,5

7
4
,2

8
3
,3

7
9

9
5
,4

0
9
,5

7
0
,0

6
5

△
 8

3
5
,2

8
6
,6

8
6

△
 0

.9
1
5
2
,3

6
5
,5

7
2

1
,5

1
8
,6

3
4
,5

7
7

（
第

４
表

）
調

  
  

  
 定

  
  

  
 額

収
  
  
  
 入

  
  
  
 額

平
 成

 ２
９

 年
 度

税
  

 目

県
  
税

  
税

  
目

  
別

  
収

  
入

  
状

  
況

県 民 税 事 業 税 地 消 税

不
 動

 産
 取

 得
 税

県
た

ば
こ

税

ゴ
ル

フ
場

利
用

税

合
  

  
  

  
  
計

自
動

車
税

鉱
区

税

固
　
定

　
資

　
産

　
税

自
 動

 車
 取

 得
 税

軽
  
油

  
引

  
取

  
税

狩
猟

税
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（
第

５
表

）

事
  
 由

税
  

 目
件

  
 数

金
  

  
  

  
額

件
  

 数
金

  
  

  
 額

件
  

 数
金

  
  
  
 額

件
  
 数

金
  
  
  
 額

件
円

件
円

件
円

件
円

個
人

県
民

税
1
,
5
8
9

2
2
,
3
2
0
,
3
9
8

8
6
5

2
0
,
6
9
6
,
3
2
2

4
,
2
2
1

6
3
,
3
5
0
,
2
5
3

6
,
6
7
5

1
0
6
,
3
6
6
,
9
7
3

法
人

県
民

税
5

3
1
7
,
6
2
4

5
3

4
,
9
8
8
,
0
0
0

1
8

3
9
7
,
6
0
7

7
6

5
,
7
0
3
,
2
3
1

個
人

事
業

税
1
6

5
8
9
,
3
0
7

9
5
9
1
,
8
8
1

5
1
5
7
,
1
0
0

3
0

1
,
3
3
8
,
2
8
8

法
人

事
業

税
3

4
,
7
2
9
,
9
0
0

1
1

1
6
,
8
7
0
,
0
0
3

4
1
1
5
,
7
0
0

1
8

2
1
,
7
1
5
,
6
0
3

不
動

産
取

得
税

4
9
0
2
,
3
0
0

7
5
5
6
,
0
0
0

1
1
5
7
,
9
1
9

1
2

1
,
6
1
6
,
2
1
9

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
0

0
0

0
0

0
0

0

自
動

車
税

9
9

3
,
8
3
7
,
9
2
9

9
7

3
,
3
8
4
,
5
0
7

2
3
5

8
,
3
9
2
,
8
2
2

4
3
1

1
5
,
6
2
5
,
2
5
8

鉱
区

税
0

0
0

0
0

0
0

0

  
  
合

  
  

  
  

  
  

  
計

1
,7

1
6

3
2
,6

9
7
,4

5
8

1
,0

4
2

4
7
,0

8
6
,7

1
3

4
,4

8
4

7
2
,5

7
1
,4

0
1

7
,2

4
2

1
5
2
,3

6
5
,5

7
2

県
 税

 徴
 収

 不
 納

 欠
 損

 の
 状

 況

執
行

停
止

後
３
年

経
過

納
付

納
入

義
務

の
即

時
消

滅
時

  
  
  
  
  
  
  
効

計
（
地

方
税

法
第

1
5
条

の
7
第

4
項

）
（
同

法
第

1
5
条

の
7
第

5
項

）
（
 同

 法
 第

 1
8
 条

 ）
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金
  
  
 額

増
 減

 率
金

  
  

 額
増

 減
 率

金
  

  
 額

増
 減

 率
金

  
  
 額

増
 減

 率
金

  
  
 額

増
 減

 率

個
  
人

  
県

  
民

  
税

2
5
7
,7

4
7
,6

2
4

△
 4

.5
1
6
7
,1

9
2
,4

7
9

△
 3

5
.1

1
2
2
,9

8
6
,1

2
2

△
 2

6
.4

1
2
1
,4

4
6
,9

5
1

△
 1

.3
1
0
6
,3

6
6
,9

7
3

△
 1

2
.4

法
  
人

  
県

  
民

  
税

2
,9

8
5
,4

8
7

△
 1

5
.4

3
,2

9
1
,9

9
8

1
0
.3

4
,6

6
3
,4

8
6

4
1
.7

1
,7

8
1
,5

0
4

△
 6

1
.8

5
,7

0
3
,2

3
1

2
2
0
.1

小
  
  
  
 計

2
6
0
,7

3
3
,1

1
1

△
 4

.6
1
7
0
,4

8
4
,4

7
7

△
 3

4
.6

1
2
7
,6

4
9
,6

0
8

△
 2

5
.1

1
2
3
,2

2
8
,4

5
5

△
 3

.5
1
1
2
,0

7
0
,2

0
4

△
 9

.1

個
  
人

  
事

  
業

  
税

7
,8

2
8
,1

2
4

3
2
.1

8
,3

4
0
,6

3
4

6
.5

4
,3

9
4
,8

3
7

△
 4

7
.3

1
,9

9
9
,2

5
7

△
 5

4
.5

1
, 3

3
8
,2

8
8

△
 3

3
.1

法
  
人

  
事

  
業

  
税

1
4
,4

8
3
,9

1
5

5
7
4
.3

4
,0

7
8
,4

4
4

△
 7

1
.8

9
,7

3
4
,1

0
0

1
3
8
.7

3
,6

7
9
,3

5
4

△
 6

2
.2

2
1
,7

1
5
,6

0
3

4
9
0
.2

小
  
  
  
 計

2
2
,3

1
2
,0

3
9

1
7
6
.3

1
2
,4

1
9
,0

7
8

△
 4

4
.3

1
4
,1

2
8
,9

3
7

1
3
.8

5
,6

7
8
,6

1
1

△
 5

9
.8

2
3
,0

5
3
,8

9
1

3
0
6
.0

1
1
,6

5
1
,5

7
4

△
 8

4
.6

4
0
,3

6
8
,5

5
4

2
4
6
.5

1
1
,3

3
6
,5

1
3

△
 7

1
.9

6
,1

6
3
,3

8
5

△
 4

5
.6

1
,6

1
6
,2

1
9

△
 7

3
.8

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

3
9
,0

5
1
,2

0
0

△
 1

5
.1

3
8
,9

0
6
,4

7
2

△
 0

.4
2
2
,5

9
5
,1

2
9

△
 4

1
.9

1
6
,7

0
9
,8

8
8

△
 2

6
.0

1
5
,6

2
5
,2

5
8

△
 6

.5

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

料
理

飲
食

等
消

費
税

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

特
別

地
方

消
費

税
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

軽
油

引
取

税
0

皆
減

0
-

0
-

0
-

0
-

計
0

皆
減

0
-

0
-

0
-

0
-

3
3
3
,7

4
7
,9

2
4

△
 1

7
.6

2
6
2
,1

7
8
,5

8
1

△
 2

1
.4

1
7
5
,7

1
0
,1

8
7

△
 3

3
.0

1
5
1
,7

8
0
,3

3
9

△
 1

3
.6

1
5
2
,3

6
5
,5

7
2

0
.4

7
,0

4
4
,9

4
9

1
2
7
.1

1
5
7
,6

2
6

△
 9

7
.8

8
6
,2

4
0

△
 4

5
.3

3
,7

1
4
,4

0
7

4
2
0
7
.1

4
,0

6
0
,7

7
5

9
.3

使
び

総
務

使
用

料
1
,9

1
5

皆
増

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
用

手
土

木
使

用
料

9
,0

4
9
,6

6
0

1
4
4
.5

1
1
,2

8
5
,5

8
3

2
4
.7

9
,4

0
8
,4

2
7

△
 1

6
.6

2
,6

0
1
,3

1
3

△
 7

2
.4

5
,1

8
8
,6

0
5

9
9
.5

料
数

教
育

使
用

料
0

皆
減

0
-

0
-

0
-

2
6
7
,9

0
0

-
及

料
小

　
　
　
計

9
,0

5
1
,5

7
5

1
0
9
.7

1
1
,2

8
5
,5

8
3

2
4
.7

9
,4

0
8
,4

2
7

△
 1

6
.6

2
,6

0
1
,3

1
3

△
 7

2
.4

5
,4

5
6
,5

0
5

1
0
9
.8

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

延
滞

金
、
加

算
金

及
び

過
料

5
0
0
,6

7
9

△
 2

9
.0

1
,5

5
9
,9

8
4

2
1
1
.6

3
,6

6
7
,0

2
0

1
3
5
.1

5
3
7
,6

1
1

△
 8

5
.3

1
0
6
,6

0
5
,5

0
1

1
9
7
2
9
.5

県
預

金
及

び
貸

付
金

等
利

子
収

入
0

-
0

-
0

-
0

-
3
3
6
,3

7
4

皆
増

貸
付

金
等

償
還

金
0

-
0

-
0

-
0

-
2
,0

2
0
,0

0
0

皆
増

雑
  

  
  

  
  
  
  
  
  
 入

6
9
,6

4
6
,4

9
1

9
4
7
.0

1
3
,9

5
9
,9

0
1

△
 8

0
.0

3
,9

4
3
,0

4
0

△
 7

1
.8

2
0
,6

6
9
,6

7
0

4
2
4
.2

1
5
,3

0
5
,3

1
1

△
 2

6
.0

小
  
  
  
 計

7
0
,1

4
7
,1

7
0

8
5
3
.5

1
5
,5

1
9
,8

8
5

△
 7

7
.9

7
,6

1
0
,0

6
0

△
 5

1
.0

2
1
,2

0
7
,2

8
1

1
7
8
.7

1
2
4
,2

6
7
,1

8
6

4
8
6
.0

4
1
9
,9

9
1
,6

1
8

0
.0

2
8
9
,1

4
1
,6

7
5

△
 3

1
.2

1
9
2
,8

1
4
,9

1
4

△
 3

3
.3

1
7
9
,3

0
3
,3

4
0

△
 7

.0
2
8
6
,1

5
0
,0

3
8

5
9
.6

財
産

収
入

諸 収 入

合
  

  
  

  
  

  
  

  
計

自
動

車
税

鉱
区

税

軽
油

引
取

税

※ 旧 法

県
  

  
  

  
  
税

  
  
  
  
  
計

分
担

金
及

び
負

担
金

県
た

ば
こ

税

ゴ
ル

フ
場

利
用

税

科
  

  
  

  
  
  
 目

平
 成

 2
5
 年

 度
平

 成
 2

6
 年

 度

事 業 税 不
動

産
取

得
税

平
 成

 2
7
 年

 度
平

 成
 2

8
 年

 度

（
第

６
表

）
単

位
 ：

 円
、
％

目
 別

 不
 納

 欠
 損

 額
 の

 推
 移

平
 成

 2
9
 年

 度

県 民 税
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（
第

７
表

） 科
　
　
　
　
　
目

　
 （
節

）
内

　
　
　
訳

件
　
　
数

平
成

2
9
年

度
収

入
未

済
額

平
成

2
8
年

度
収

入
未

済
額

対
前

年
度

増
減

額

児
童

福
祉

費
負

担
金

児
童

福
祉

総
務

費
負

担
金

3
3

4
0
9
,9

1
2

6
4
3
,9

1
2

△
 2

3
4
,0

0
0

児
童

措
置

費
負

担
金

2
,9

6
2

2
2
,7

8
3
,6

8
6

2
3
,7

6
2
,0

3
3

△
 9

7
8
,3

4
7

児
童

福
祉

施
設

費
負

担
金

6
6
7

5
,1

1
4
,6

3
8

4
,8

0
0
,4

2
9

3
1
4
,2

0
9

計
3
,6

6
2

2
8
,3

0
8
,2

3
6

2
9
,2

0
6
,3

7
4

△
 8

9
8
,1

3
8

河
川

砂
防

費
負

担
金

河
川

工
事

等
原

因
者

負
担

金
1

3
5
,3

7
3
,6

2
2

3
5
,3

9
3
,6

2
2

△
 2

0
,0

0
0

児
童

福
祉

費
使

用
料

あ
け

ぼ
の

医
療

福
祉

セ
ン

タ
ー

等
使

用
料

2
3
0

3
,3

0
7
,8

8
4

3
,3

4
2
,3

9
4

△
 3

4
,5

1
0

育
精

福
祉

セ
ン

タ
ー

使
用

料
3
9

3
5
1
,1

6
8

3
7
7
,3

0
0

△
 2

6
,1

3
2

職
業

訓
練

費
使

用
料

産
業

技
術

短
期

大
学

校
授

業
料

4
7
3
5
,0

0
0

7
5
5
,0

0
0

△
 2

0
,0

0
0

商
工

費
使

用
料

富
士

工
業

技
術

セ
ン

タ
ー

機
械

使
用

料
0

0
0

0

道
路

使
用

料
1

1
0
,5

6
0

1
2
,1

6
6

△
 1

,6
0
6

河
川

使
用

料
1
2

1
,8

6
5
,9

5
0

2
,3

1
7
,5

0
4

△
 4

5
1
,5

5
4

県
営

住
宅

使
用

料
1
3
,4

9
5

3
6
3
,5

7
6
,9

6
0

3
6
2
,6

1
8
,9

5
7

9
5
8
,0

0
3

県
営

住
宅

駐
車

場
使

用
料

1
,4

2
7

3
,4

6
1
,6

0
0

2
,5

0
9
,1

0
0

9
5
2
,5

0
0

高
等

学
校

費
使

用
料

授
業

料
2
0

7
0
0
,6

0
0

8
6
7
,9

0
0

△
 1

6
7
,3

0
0

大
学

費
使

用
料

県
立

大
学

授
業

料
0

0
5
3
5
,8

0
0

△
 5

3
5
,8

0
0

児
童

福
祉

費
手

数
料

こ
こ

ろ
の

発
達

総
合

支
援

セ
ン

タ
ー

手
数

料
0

0
0

0

生
産

物
売

払
収

入
生

産
物

売
払

収
入

1
2
2
,5

7
2

2
2
2
,2

6
4

△
 1

9
9
,6

9
2

延
滞

金
、

加
算

金
及

び
過

料
過

少
申

告
加

算
金

3
7
1
9
,2

3
0

7
1
8
,2

8
9

9
4
1

不
申

告
加

算
金

3
2

9
7
0
,7

2
0

1
,0

4
3
,0

9
8

△
 7

2
,3

7
8

重
加

算
金

3
5

2
0
,5

3
2
,3

4
1

2
2
,2

3
2
,0

0
4

△
 1

,6
9
9
,6

6
3

契
約

に
係

る
損

害
賠

償
請

求
1

3
0
0
,0

0
0

4
5
0
,0

0
0

△
 1

5
0
,0

0
0

県
補

助
金

返
還

金
に

係
る

延
滞

金
、

加
算

金
6
3

0
1
0
0
,2

0
7
,0

5
0

△
 1

0
0
,2

0
7
,0

5
0

延
滞

金
7

1
4
6
,5

3
0

1
3
0
,0

0
0

1
6
,5

3
0

放
置

違
反

金
7

1
0
0
,0

0
0

8
5
,0

0
0

1
5
,0

0
0

計
1
4
8

2
2
,7

6
8
,8

2
1

1
2
4
,8

6
5
,4

4
1

△
 1

0
2
,0

9
6
,6

2
0

税
　
外

　
収

　
入

　
未

　
済

　
状

　
況

単
位

：
件

、
円
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科
　
　
　
　
　
目

　
 （
節

）
内

　
　
　
訳

件
　
　
数

平
成

2
9
年

度
収

入
未

済
額

平
成

2
8
年

度
収

入
未

済
額

対
前

年
度

増
減

額

県
預

金
及

び
貸

付
金

等
利

子
収

入
1
5
9

3
,6

0
5
,9

5
6

4
,1

0
3
,1

2
4

△
 4

9
7
,1

6
8

高
齢

者
居

室
等

整
備

資
金

償
還

金
4
2

1
3
,0

6
5
,9

3
0

1
3
,5

5
9
,4

3
0

△
 4

9
3
,5

0
0

在
宅

重
度

心
身

障
害

者
居

室
整

備
資

金
償

還
金

1
1
6

1
0
,1

4
1
,8

1
0

1
3
,5

3
1
,4

0
0

△
 3

,3
8
9
,5

9
0

父
子

福
祉

資
金

貸
付

金
償

還
金

2
2
2

5
,6

7
8
,8

0
0

5
,7

2
3
,3

0
0

△
 4

4
,5

0
0

重
度

心
身

障
害

者
医

療
費

貸
付

金
償

還
金

6
3

1
,5

6
2
,7

5
7

1
,9

7
9
,3

1
5

△
 4

1
6
,5

5
8

看
護

師
等

貸
費

生
貸

与
金

償
還

金
5
8

3
,7

2
1
,3

0
0

3
,3

2
7
,3

0
0

3
9
4
,0

0
0

教
育

奨
励

資
金

貸
付

金
償

還
金

3
3
1

1
3
,7

8
6
,5

9
0

1
3
,5

4
9
,9

0
0

2
3
6
,6

9
0

弁
償

金
2
3

5
0
0
,0

9
0

5
0
0
,0

9
0

0

違
約

金
及

び
延

納
利

息
2
9

2
7
4
,6

0
8
,8

2
5

17
,2

7
2
,5

0
3

2
5
7
,3

3
6
,3

2
2

雑
入

恩
給

過
払

金
2

7
1
6
,2

0
0

7
6
4
,2

0
0

△
 4

8
,0

0
0

児
童

扶
養

手
当

等
返

還
金

1
1
1

4
4
,3

4
5
,6

8
5

4
4
,6

8
2
,0

3
0

△
 3

3
6
,3

4
5

行
政

代
執

行
に

よ
る
旧

須
玉

町
日

向
処

分
場

撤
去

費
用

1
1
9
2
,8

2
3
,3

2
2

1
9
2
,8

2
3
,4

5
8

△
 1

3
6

行
政

代
執

行
に

よ
る

大
月

市
不

法
投

棄
撤

去
費

用
1

5
,8

9
8
,0

5
1

5
,8

9
8
,0

5
1

0

行
政

代
執

行
に

よ
る
旧

上
九

一
色

村
硫

酸
ピ
ッ
チ

撤
去

費
等

1
1
,9

2
2
,0

0
0

2
,0

2
7
,0

0
0

△
 1

0
5
,0

0
0

上
野

原
市

内
土

砂
撤

去
費

等
に

係
る
不

当
利

得
返

還
請

求
4

1
5
5
,9

1
7
,0

3
5

1
5
5
,9

1
7
,0

3
5

0

県
補

助
金

返
還

金
5

1
6
,4

5
7
,8

0
4

3
1
,5

4
8
,8

0
4

△
 1

5
,0

9
1
,0

0
0

緊
急

雇
用

創
出

基
金

事
業

返
還

金
2

4
5
,7

5
2
,2

9
6

5
5
,0

2
2
,2

9
6

△
 9

,2
7
0
,0

0
0

県
営

住
宅

明
渡

不
履

行
損

害
賠

償
金

9
1
,6

4
1
,3

6
6

1
,6

8
1
,3

6
6

△
 4

0
,0

0
0

県
営

住
宅

無
断

退
去

者
修

繕
費

1
6

1
,4

3
4
,1

5
0

1
,0

3
8
,3

5
0

3
9
5
,8

0
0

用
地

買
収

費
過

払
金

1
1
,3

3
4
,0

0
0

1
,3

3
4
,0

0
0

0

政
務

調
査

費
返

還
金

2
1
,9

1
4
,2

5
0

0
1
,9

1
4
,2

5
0

高
等

学
校

定
時

制
課

程
及

び
通

信
制

課
程

就
学

奨
励

金
貸

付
返

還
金

5
8

7
1
1
,0

0
0

7
1
1
,0

0
0

0

地
域

改
善

対
策

高
等

学
校

等
奨

学
資

金
返

還
金

3
5
7

1
9
,5

8
5
,4

7
8

1
9
,0

6
8
,5

2
8

5
1
6
,9

5
0

こ
と

ぶ
き

勧
学

院
基

本
学

習
費

1
7
1
0
,0

0
0

7
1
0
,0

0
0

0

児
童

手
当

過
払

金
0

6
0
,0

0
0

△
 6

0
,0

0
0

行
政

財
産

の
使

用
に

伴
う

電
気

料
等

0
2
9

△
 2

9

関
東

・
東

北
豪

雨
に

係
る

派
遣

費
用

0
0

0
0

計
5
7
1

4
9
1
,1

6
2
,6

3
7

5
1
3
,2

8
6
,1

4
7

△
 2

2
,1

2
3
,5

1
0

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

2
0
,6

5
4

1
,2

7
8
,3

1
7
,6

6
8

1
,1

4
9
,8

5
6
,3

3
1

1
2
8
,4

6
1
,3

3
7

単
位

：
件

、
円
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金
　
　
　
額

増
減
率

金
　
　
　
額

増
減
率

金
　
　
　
額

増
減
率

金
　
　
　
額

増
減
率

金
　
　
　
額

増
減
率

県
税

2
,3

8
2
,0

2
0
,6

5
7

△
 1

5
.5

1
,9

6
0
,3

6
5
,4

9
0

△
 1

7
.7

1
,8

9
6
,8

4
7
,0

7
8

△
 3

.2
1
,7

1
9
,5

0
1
,2

8
5

△
 9

.3
1
,5

1
8
,6

3
4
,5

7
7
△

 1
1
.7

地
方

消
費

税
清

算
金

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

地
方

譲
与

税
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

地
方

特
例

交
付

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

地
方

交
付

税
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

分
担

金
及

び
負

担
金

6
0
,6

0
6
,4

1
1

△
 1

.4
6
2
,6

7
7
,6

9
8

3
.4

6
6
,3

9
1
,8

2
8

5
.9

6
4
,5

9
9
,9

9
6

△
 2

.7
6
3
,6

8
1
,8

5
8

△
 1

.4

使
用

料
及

び
手

数
料

4
1
1
,5

8
1
,8

8
2

△
 1

.4
3
8
9
,5

1
4
,2

9
3

△
 5

.4
3
7
6
,0

3
6
,3

3
8

△
 3

.5
3
7
3
,3

3
6
,1

2
1

△
 0

.7
3
7
4
,0

0
9
,7

2
2

0
.2

国
庫

支
出

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

財
産

収
入

3
5
2
,1

4
4

皆
増

2
3
7
,2

8
7

△
 3

2
.6

0
皆
減

2
2
2
,2

6
4

皆
増

2
2
,5

7
2
△

 8
9
.8

寄
附

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

繰
入

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

繰
越

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

諸
収

入
6
6
2
,9

6
2
,2

1
3

△
 1

4
.1

6
6
4
,3

0
5
,7

9
7

0
.2

7
2
6
,4

0
9
,6

2
7

9
.3

7
1
1
,6

9
7
,9

5
0

△
 2

.0
8
4
0
,6

0
3
,5

1
6

1
8
.1

県
債

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

合
計

3
,5

1
7
,5

2
3
,3

0
7

△
 1

3
.6

3
,0

7
7
,1

0
0
,5

6
5

△
 1

2
.5

3
,0

6
5
,6

8
4
,8

7
1

△
 0

.4
2
,8

6
9
,3

5
7
,6

1
6

△
 6

.4
2
,7

9
6
,9

5
2
,2

4
5

△
 2

.5

科
　
目

　
別

　
収

　
入

　
未

　
済

　
額

　
の

　
推

　
移

単
位
　
：
円
、
％

科
  
  
 目

平
　
成
　
２
５
　
年
　
度

平
　
成
　
２
６
　
年
　
度

平
　
成
　
２
７
　
年
　
度

平
　
成
　
２
８
　
年
　
度

平
　
成
　
２
９
　
年
　
度
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：
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区
分

科
目

（
Ａ
）

（
Ｂ
）

（
B
）
/
（
A
）

（
C
）

（
B
）
-
（
C
）
=
（
D
）

（
D
）
/
（
C
）

2
9
年

度
2
8
年

度

9
9
1
,2

5
5
,0

0
0

9
3
6
,7

9
1
,3

8
5

0
5
4
,4

6
3
,6

1
5

9
4
.5

9
4
2
,2

4
6
,3

2
6

△
 5

,4
5
4
,9

4
1

△
 0

.6
0
.2

0
.2

3
3
,4

5
4
,4

1
6
,3

5
3

3
1
,1

0
0
,7

3
3
,3

1
7

1
,1

3
1
,8

1
2
,9

2
0

1
,2

2
1
,8

7
0
,1

1
6

9
3
.0

3
0
,2

6
5
,3

9
0
,3

5
7

8
3
5
,3

4
2
,9

6
0

2
.8

6
.9

6
.6

5
6
,9

4
7
,4

9
8
,0

0
0

5
4
,9

7
2
,4

9
6
,8

0
5

6
0
7
,8

1
0
,0

0
0

1
,3

6
7
,1

9
1
,1

9
5

9
6
.5

5
2
,3

9
6
,8

6
8
,4

9
8

2
,5

7
5
,6

2
8
,3

0
7

4
.9

1
2
.2

1
1
.5

1
6
,5

6
4
,6

5
1
,6

0
3

1
5
,4

3
2
,7

0
8
,8

3
5

1
8
0
,8

2
4
,2

5
0

9
5
1
,1

1
8
,5

1
8

9
3
.2

1
5
,7

3
8
,4

3
4
,2

0
2

△
 3

0
5
,7

2
5
,3

6
7

△
 1

.9
3
.4

3
.5

1
,5

3
6
,7

0
7
,0

0
0

1
,3

8
3
,9

6
3
,1

4
5

0
1
5
2
,7

4
3
,8

5
5

9
0
.1

1
,5

9
2
,5

7
0
,4

3
0

△
 2

0
8
,6

0
7
,2

8
5

△
 1

3
.1

0
.3

0
.3

3
9
,9

1
4
,4

1
8
,0

8
4

2
8
,0

1
3
,5

7
9
,6

6
6

1
1
,1

1
4
,8

5
3
,7

5
6

7
8
5
,9

8
4
,6

6
2

7
0
.2

3
2
,7

0
6
,7

4
4
,9

5
4

△
 4

,6
9
3
,1

6
5
,2

8
8

△
 1

4
.3

6
.2

7
.2

2
8
,6

7
3
,0

2
7
,0

0
0

2
1
,2

9
8
,4

2
6
,2

3
4

7
2
,6

9
0
,0

0
0

7
,3

0
1
,9

1
0
,7

6
6

7
4
.3

2
5
,8

1
9
,9

3
2
,4

9
0

△
 4

,5
2
1
,5

0
6
,2

5
6

△
 1

7
.5

4
.7

5
.7

9
9
,5

3
2
,1

2
3
,6

2
6

7
1
,0

5
9
,5

0
1
,5

9
7

2
8
,0

8
6
,6

8
8
,8

4
4

3
8
5
,9

3
3
,1

8
5

7
1
.4

6
9
,9

2
7
,6

8
1
,6

4
0

1
,1

3
1
,8

1
9
,9

5
7

1
.6

1
5
.7

1
5
.3

2
3
,1

2
5
,2

8
1
,1

6
0

2
2
,1

9
8
,9

0
7
,9

5
5

6
6
9 ,

9
1
3
,4

1
0

2
5
6
,4

5
9
,7

9
5

9
6
.0

2
1
,6

0
6
,7

6
8
,8

0
8

5
9
2
,1

3
9
,1

4
7

2
.7

4
.9

4
.7

9
1
,5

9
5
,9

1
3
,1

4
9

8
8
,0

0
0
,8

5
1
,4

6
9

9
4
5
,7

3
4
,4

1
6

2
,6

4
9
,3

2
7
,2

6
4

9
6
.1

8
8
,2

6
9
,3

6
9
,8

4
7

△
 2

6
8
,5

1
8
,3

7
8

△
 0

.3
1
9
.5

1
9
.4

2
,7

3
3
,9

6
4
,3

6
4

1
,0

4
5
,8

3
5
,4

0
2

1
,3

5
0
,7

0
4
,7

1
1

3
3
7
,4

2
4
,2

5
1

3
8
.3

1
,0

1
9
,9

6
6
,2

0
6

2
5
,8

6
9
,1

9
6

2
.5

0
.2

0
.2

8
4
,3

1
3
,5

4
5
,0

0
0

8
4
,2

8
8
,1

9
3
,9

2
8

0
2
5
,3

5
1
,0

7
2

1
0
0
.0

8
5
,6

5
8
,5

3
8
,8

2
0

△
 1

,3
7
0
,3

4
4
,8

9
2

△
 1

.6
1
8
.7

1
8
.8

3
1
,9

9
2
,7

5
2
,0

0
0

3
1
,7

8
8
,0

0
0
,9

8
8

0
2
0
4
,7

5
1
,0

1
2

9
9
.4

3
0
,0

4
3
,9

8
2
,0

9
7

1
,7

4
4
,0

1
8
,8

9
1

5
.8

7 .
0

6
.6

4
0
,0

0
0
,0

0
0

0
0

4
0
,0

0
0
,0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
.0

0
.0

5
1
1
,4

1
5
,5

5
2
,3

3
9

4
5
1
,5

1
9
,9

9
0
,7

2
6

4
4
,1

6
1
,0

3
2
,3

0
7

1
5
,7

3
4
,5

2
9
,3

0
6

8
8
.3

4
5
5
,9

8
8
,4

9
4
,6

7
5

△
 4

,4
6
8
,5

0
3
,9

4
9

△
 1

.0
1
0
0
.0

1
0
0
.0

諸
支

出
金

予
備

費

合
計

※
  
支

出
済

総
額

に
占

め
る
割

合
の
単

位
未

満
は
四

捨
五

入
し
て
あ
る
の
で
、
内

訳
の
合

計
が
合

計
欄

と
一

致
し
な
い
場

合
が
あ
る
。

商
工

費

土
木

費

警
察

費

教
育

費

災
害

復
旧

費

公
債

費

議
会

費

総
務

費

民
生

費

衛
生

費

労
働

費

農
林

水
産

業
費

歳
　
　
出

　
　
決

　
　
算

　
　
状

　
　
況

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額
執

行
率

平
成

2
8

年
度

支
出

済
額

支
出

済
額

の

対
前

年
度

増
減

額

対
前

年
度

増
減

率

支
出

済
総

額
に

占
め

る
割

合

決
　
　
算

　
　
額

構
 成

 比
決

　
　
算

　
　
額

構
 成

 比
増

  
 減

  
 額

増
減

率

　
　
　
　
（
A
）
　
　
　
　
千

円
％

　
　
　
　
（
B
）
　
　
　
　
千

円
％

（
A
）
-
（
B
）
=
（
C
）
　
　
千

円
（
C
）
/
（
B
）
　
　
％

1
1
3
,5

2
4
,4

9
2

2
5
.1

1
1
4
,9

0
4
,3

0
1

2
5
.2

△
 1

,3
7
9
,8

0
9

△
 1

.2

1
7
,9

2
3
,9

4
8

4
.0

1
8
,1

0
7
,8

4
0

4
.0

△
 1

8
3
,8

9
2

△
 1

.0

3
,2

0
1
,2

5
4

0
.7

2
,4

4
3
,6

6
4

0
.5

7
5
7
,5

9
0

3
1
.0

7
,2

3
9
,8

0
7

1
.6

7
,1

0
6
,0

8
1

1
.6

1
3
3
,7

2
6

1
.9

9
6
,4

6
8
,3

4
4

2
1
.4

1
0
2
,6

7
7
,0

7
1

2
2
.5

△
 6

,2
0
8
,7

2
7

△
 6

.0

2
3
8
,3

5
7
,8

4
5

5
2
.8

2
4
5
,2

3
8
,9

5
7

5
3
.8

△
 6

,8
8
1
,1

1
2

△
 2

.8

補
助

事
業

費
5
3
,3

1
4
,8

1
6

1
1
.8

5
3
,4

6
2
,1

5
7

1
1
.7

△
 1

4
7
,3

4
1

△
 0

.3

単
独

事
業

費
2
2
,1

9
4
,5

7
5

4
.9

1
6
,7

5
8
,9

9
5

3
.7

5
,4

3
5
,5

8
0

3
2
.4

国
直

轄
事

業
等

負
担

金
1
0
,4

4
8
,0

1
7

2
.3

9
,5

0
8
,3

1
4

2
.1

9
3
9
,7

0
3

9
.9

受
託

事
業

費
6
7
5
,4

4
0

0
.1

7
1
3
,4

1
7

0
.2

△
 3

7
,9

7
7

△
 5

.3

小
　
　
計

8
6
,6

3
2
,8

4
8

1
9
.2

8
0
,4

4
2
,8

8
3

1
7
.6

6
,1

8
9
,9

6
5

7
.7

1
,0

4
5
,8

3
5

0
.2

1
,0

1
9
,9

6
7

0
.2

2
5
,8

6
8

2
.5

8
7
,6

7
8
,6

8
3

1
9
.4

8
1
,4

6
2
,8

5
0

1
7
.9

6
,2

1
5
,8

3
3

7
.6

8
4
,1

7
7
,2

1
3

1
8
.6

8
5
,5

5
7
,0

7
9

1
8
.8

△
 1

,3
7
9
,8

6
6

△
 1

.6

6
,8

4
4
,8

3
6

1
.5

5
,2

7
4
,3

3
7

1
.2

1
,5

7
0
,4

9
9

2
9
.8

0
0
.0

0
0
.0

0
0
.0

1
7
,9

1
8
,6

1
0

4
.0

1
8
,6

1
9
,1

9
7

4
.1

△
 7

0
0
,5

8
7

△
 3

.8

1
6
,5

4
2
,8

0
4

3
.7

1
9
,8

3
6
,0

7
5

4
.4

△
 3

,2
9
3
,2

7
1

△
 1

6
. 6

4
5
1
,5

1
9
,9

9
1

1
0
0
.0

4
5
5
,9

8
8
,4

9
5

1
0
0
.0

△
 4

,4
6
8
,5

0
4

△
 1

.0

出
資

金

貸
付

金

繰
出

金

合
　
　
　
　
　
計

※
  
構

成
比

の
単

位
未

満
は
四

捨
五

入
し
て
あ
る
の
で
、
内

訳
の
合

計
が
合

計
欄

と
一

致
し
な
い
場

合
が
あ
る
。

※
  
本

表
の
公

債
費

は
第

9
表

の
公

債
費

か
ら
公

債
費

に
係

る
物

件
費

を
差

し
引

い
た
額

で
あ
る
。

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費 災
害

復
旧

事
業

費

計

公
債

費

積
立

金

行 政 経 費

人
件

費

物
件

費

維
持

補
修

費

扶
助

費

補
助

費
等

計

性
質

別
歳

出
決

算
の

対
前

年
度

比
較

（
第

1
0
表

）

区
　
　
　
　
　
　
　
　
分

平
　
　
成

　
　
２
　
　
９
　
　
年

　
　
度

平
　
　
成

　
　
２
　
　
８
　
　
年

　
　
度

比
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
較



― 23 ―

決
　
　
算

　
　
額

構
 成

 比
決

　
　
算

　
　
額

構
 成

 比
増

  
 減

  
 額

増
減

率

　
　
　
　
（
A
）
　
　
　
　
千

円
％

　
　
　
　
（
B
）
　
　
　
　
千

円
％

（
A
）
-
（
B
）
=
（
C
）
　
　
千

円
（
C
）
/
（
B
）
　
　
％

1
1
3
,5

2
4
,4

9
2

2
5
.1

1
1
4
,9

0
4
,3

0
1

2
5
.2

△
 1

,3
7
9
,8

0
9

△
 1

.2

1
7
,9

2
3
,9

4
8

4
.0

1
8
,1

0
7
,8

4
0

4
.0

△
 1

8
3
,8

9
2

△
 1

.0

3
,2

0
1
,2

5
4

0
.7

2
,4

4
3
,6

6
4

0
.5

7
5
7
,5

9
0

3
1
.0

7
,2

3
9
,8

0
7

1
.6

7
,1

0
6
,0

8
1

1
.6

1
3
3
,7

2
6

1
.9

9
6
,4

6
8
,3

4
4

2
1
.4

1
0
2
,6

7
7
,0

7
1

2
2
.5

△
 6

,2
0
8
,7

2
7

△
 6

.0

2
3
8
,3

5
7
,8

4
5

5
2
.8

2
4
5
,2

3
8
,9

5
7

5
3
.8

△
 6

,8
8
1
,1

1
2

△
 2

.8

補
助

事
業

費
5
3
,3

1
4
,8

1
6

1
1
.8

5
3
,4

6
2
,1

5
7

1
1
.7

△
 1

4
7
,3

4
1

△
 0

.3

単
独

事
業

費
2
2
,1

9
4
,5

7
5

4
.9

1
6
,7

5
8
,9

9
5

3
.7

5
,4

3
5
,5

8
0

3
2
.4

国
直

轄
事

業
等

負
担

金
1
0
,4

4
8
,0

1
7

2
.3

9
,5

0
8
,3

1
4

2
.1

9
3
9
,7

0
3

9
.9

受
託

事
業

費
6
7
5
,4

4
0

0
.1

7
1
3
,4

1
7

0
.2

△
 3

7
,9

7
7

△
 5

.3

小
　
　
計

8
6
,6

3
2
,8

4
8

1
9
.2

8
0
,4

4
2
,8

8
3

1
7
.6

6
,1

8
9
,9

6
5

7
.7

1
,0

4
5
,8

3
5

0
.2

1
,0

1
9
,9

6
7

0
.2

2
5
,8

6
8

2
.5

8
7
,6

7
8
,6

8
3

1
9
.4

8
1
,4

6
2
,8

5
0

1
7
.9

6
,2

1
5
,8

3
3

7
.6

8
4
,1

7
7
,2

1
3

1
8
.6

8
5
,5

5
7
,0

7
9

1
8
.8

△
 1

,3
7
9
,8

6
6

△
 1

.6

6
,8

4
4
,8

3
6

1
.5

5
,2

7
4
,3

3
7

1
.2

1
,5

7
0
,4

9
9

2
9
.8

0
0
.0

0
0
.0

0
0
.0

1
7
,9

1
8
,6

1
0

4
.0

1
8
,6

1
9
,1

9
7

4
.1

△
 7

0
0
,5

8
7

△
 3

.8

1
6
,5

4
2
,8

0
4

3
.7

1
9
,8

3
6
,0

7
5

4
.4

△
 3

,2
9
3
,2

7
1

△
 1

6
. 6

4
5
1
,5

1
9
,9

9
1

1
0
0
.0

4
5
5
,9

8
8
,4

9
5

1
0
0
.0

△
 4

,4
6
8
,5

0
4

△
 1

.0

出
資

金

貸
付

金

繰
出

金

合
　
　
　
　
　
計

※
  
構

成
比

の
単

位
未

満
は
四

捨
五

入
し
て
あ
る
の
で
、
内

訳
の
合

計
が
合

計
欄

と
一

致
し
な
い
場

合
が
あ
る
。

※
  
本

表
の
公

債
費

は
第

9
表

の
公

債
費

か
ら
公

債
費

に
係

る
物

件
費

を
差

し
引

い
た
額

で
あ
る
。

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費 災
害

復
旧

事
業

費

計

公
債

費

積
立

金

行 政 経 費

人
件

費

物
件

費

維
持

補
修

費

扶
助

費

補
助

費
等

計

性
質

別
歳

出
決

算
の

対
前

年
度

比
較

（
第

1
0
表

）

区
　
　
　
　
　
　
　
　
分

平
　
　
成

　
　
２
　
　
９
　
　
年

　
　
度

平
　
　
成

　
　
２
　
　
８
　
　
年

　
　
度

比
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
較



― 24 ―

第 ６  決 算 の 概 要 

 
１ 歳入歳出決算について 

（単位：円） 

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ-Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般 458,813,575,902 451,519,990,726 7,293,585,176 4,677,955,210 2,615,629,966

特別 293,379,230,112 282,312,724,151 11,066,505,961 470,924,063 10,595,581,898

計 752,192,806,014 733,832,714,877 18,360,091,137 5,148,879,273 13,211,211,864

一般 461,963,980,892 455,988,494,675 5,975,486,217 3,746,079,472 2,229,406,745

特別 300,024,305,156 289,051,470,489 10,972,834,667 208,687,744 10,764,146,923

計 761,988,286,048 745,039,965,164 16,948,320,884 3,954,767,216 12,993,553,668

一般 △ 3,150,404,990 △ 4,468,503,949 1,318,098,959 931,875,738 386,223,221

特別 △ 6,645,075,044 △ 6,738,746,338 93,671,294 262,236,319 △ 168,565,025

計 △ 9,795,480,034 △ 11,207,250,287 1,411,770,253 1,194,112,057 217,658,196

実質収支額

29

28

歳入歳出差引額
翌年度へ繰り
越すべき財源

対
前
年

度
増
減

歳出決算額年
度

会
計
別

歳入決算額

 

 

  歳入歳出差引額は、一般会計が７２億９,３５８万５,１７６円、特別会計が１１０億６,６５０万

５,９６１円、合計１８３億６,００９万１,１３７円で、前年度と比較して１４億１,１７７万

２５３円（８.３％）増加している。 

  歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額は、一般会計が２６億

１,５６２万９,９６６円、特別会計が１０５億９,５５８万１,８９８円、合計１３２億１,１２１万

１,８６４円で、前年度と比較して２億１,７６５万８,１９６円（１.７％）増加している。 
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歳入決算額

歳出決算額
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２ 決算の分析について 

 

（１）決算収支の状況 

 

① 一般会計                               （単位：円、％） 

差引増減額 増減率

歳 入 総 額 A 458,813,575,902 461,963,980,892 △ 3,150,404,990 △ 0.7

歳 出 総 額 B 451,519,990,726 455,988,494,675 △ 4,468,503,949 △ 1.0

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 額 ）

C=A-B 7,293,585,176 5,975,486,217 1,318,098,959 22.1

翌 年 度 繰 越 財 源 額 D 4,677,955,210 3,746,079,472 931,875,738 24.9

実 質 収 支 額 E=C-D 2,615,629,966 2,229,406,745 386,223,221 17.3

前 年 度 実 質 収 支 額 F 2,229,406,745 3,530,427,326 △ 1,301,020,581 △ 36.9

単 年 度 収 支 額 G=E-F 386,223,221 △ 1,301,020,581 1,687,243,802 129.7

財 政 調 整 基 金 積 立 額 H 2,511,882,947 12,570,292 2,499,312,655 19,882.7

地 方 債 繰 上 償 還 額 I 0 0 0 －

財 政 調 整 基 金 取 崩 額 J 2,500,000,000 3,000,000,000 △ 500,000,000 △ 16.7

実 質 単 年 度 収 支 額 K=G+H+I-J 398,106,168 △ 4,288,450,289 4,686,556,457 109.3

平成２８年度区 分 平成２９年度
前年度比較

 

 

単年度収支額（Ｇ）

＜歳入・歳出等説明図＞

歳出総額（Ｂ） 歳入歳出差引額【形式収支額】（Ｃ）

実質収支額（Ｅ）

歳入総額（Ａ）

翌年度繰越財源額（Ｄ） 前年度実質収支額（Ｆ）

 

 

一般会計の歳入歳出差引額７２億９,３５８万５,１７６円から、翌年度へ繰り越すべき財源４６億

７,７９５万５,２１０円を差し引いた実質収支額は、２６億１,５６２万９,９６６円の黒字となって

いる。 

また、この実質収支額から前年度実質収支額２２億２,９４０万６,７４５円を差し引いた単年度収

支額は、３億８,６２２万３,２２１円の黒字となり、これに財政調整基金積立額２５億１,１８８万

２,９４７円を加算し、財政調整基金取崩額２５億円を差し引いた実質単年度収支額は、３億

９,８１０万６,１６８円の黒字となっている。 

なお、実質単年度収支額は、前年度と比較して４６億８,６５５万６,４５７円増加しているが、こ

れは主に財政調整基金積立額の増加によるものである。 
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  ② 特別会計                               （単位：円、％） 

差引増減額 増減率

歳 入 総 額 A 293,379,230,112 300,024,305,156 △ 6,645,075,044 △ 2.2

歳 出 総 額 B 282,312,724,151 289,051,470,489 △ 6,738,746,338 △ 2.3

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 額 ）

C=A-B 11,066,505,961 10,972,834,667 93,671,294 0.9

翌 年 度 繰 越 財 源 額 D 470,924,063 208,687,744 262,236,319 125.7

実 質 収 支 額 E=C-D 10,595,581,898 10,764,146,923 △ 168,565,025 △ 1.6

前 年 度 実 質 収 支 額 F 10,764,146,923 11,548,024,388 △ 783,877,465 △ 6.8

単 年 度 収 支 額 G=E-F △ 168,565,025 △ 783,877,465 615,312,440 78.5

財 政 調 整 基 金 積 立 額 H － － － －

地 方 債 繰 上 償 還 額 I － － － －

財 政 調 整 基 金 取 崩 額 J － － － －

実 質 単 年 度 収 支 額 K=G+H+I-J △ 168,565,025 △ 783,877,465 615,312,440 78.5

区 分 平成２９年度 平成２８年度
前年度比較

 

 

特別会計の歳入歳出差引額１１０億６,６５０万５,９６１円から、翌年度へ繰り越すべき財源４億

７,０９２万４,０６３円を差し引いた実質収支額は、１０５億９,５５８万１,８９８円の黒字となっ

ている。 

また、この実質収支額から前年度実質収支額１０７億６,４１４万６,９２３円を差し引いた単年度

収支額は、１億６,８５６万５,０２５円の赤字となっている。 

 

（２）財政の構造 

 

  財政の構造を示す指標の推移は、次の表のとおりである。 

  平成２９年度の財政力指数は０.４１３８４と、前年度と比較して０.０１７５９上昇している。 

  実質収支の標準財政規模に対する割合を示す実質収支比率は１.８％と、前年度と比較して０.１ポ

イント上昇している。 

  財政構造の弾力性を示す指標のうち、経常収支比率については９６.５％と、前年度と比較して

０.２ポイント低下（改善）している。 

  公債費による財政負担の度合いを示す指標のうち、公債費負担比率は２６.１％と、前年度と比較

して０.４ポイント低下（改善）している。 

  実質公債費比率（３年平均）は１５.２％と、前年度と比較して０.３ポイント低下（改善）してい

る。 

                           【単位：％、ポイント（財政力指数を除く）】 

前年度増減

財 政 力 指 数 0.43350 0.40244 0.37580 0.36243 0.37267 0.37247 0.37876 0.39625 0.41384 0.01759

実 質 収 支 比 率 1.0 1.8 1.9 2.1 1.6 1.9 2.1 1.7 1.8 0.1

経 常 収 支 比 率 93.9 88.2 92.5 93.8 93.4 93.4 92.3 96.7 96.5 △ 0.2

公 債 費 負 担 比 率 23.7 25.0 24.7 26.3 24.7 25.7 25.3 26.5 26.1 △ 0.4

実 質 公 債 費 比 率
（ 単 年 度 ）

16.8 16.9 16.8 16.4 16.4 16.1 15.3 15.4 15.0 △ 0.4

実 質 公 債 費 比 率
（ ３ 年 平 均 ）

14.2 15.7 16.8 16.6 16.5 16.2 15.9 15.5 15.2 △ 0.3

25年度 27年度 29年度区分 24年度21年度 22年度 23年度 26年度 28年度
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３ 一 般 会 計 

 

（１）歳入概要 

予算現額５,１１４億１,５５５万２,３３９円に対し、調定額４,６１８億９,６６７万８,１８５円、

収入済額４,５８８億１,３５７万５,９０２円で、収入割合は、予算現額に対し８９.７％、調定額に

対しては９９.３％となっている。 

収入済額は、前年度と比較して３１億５,０４０万４,９９０円（０.７％）減少している。 

不納欠損額は、２億８,６１５万３８円、収入未済額は、２７億９,６９５万２,２４５円である。 

決算額の財源別の構成は、自主財源が１,９６５億７,１６３万４,０２４円（４２.８％）で、前年

度と比較して１億４,８８５万６,３９３円（０.１％）減少しているが、歳入総額に占める構成比は

０.２ポイント上昇している。自主財源の主なものは、県税９４５億７,４２８万３,３７９円、地方

消費税清算金３１０億１,１７９万３,４８９円、諸収入２７４億８,７５８万５２９円及び繰入金

２６５億２,４７６万１,３５０円である。 

一方、依存財源は２,６２２億４,１９４万１,８７８円（５７.２％）で、前年度と比較して３０億

１５４万８,５９７円（１.１％）減少している。依存財源の主なものは、地方交付税１,２８０億

６,２５８万５,０００円、県債６４６億１,６６０万円、国庫支出金５５４億７１３万７,８７８円及

び地方譲与税１３５億７,９８８万１,０００円である。 

 

第１款  県 税 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.2 0.2

年度

金
額

93,967,021,000

95,021,636,000

△ 1,054,615,000

94,574,283,379

95,409,570,065

△ 835,286,686

率
％

対
前
年

度
比
較

29

28

98.9

96,245,283,528

97,280,851,689

△ 1,035,568,161

98.9 99.1

152,365,572

151,780,339

585,233

100.4

1,518,634,577

1,719,501,285

△ 200,866,708

88.3

98.3

98.1

607,262,379

387,934,065

100.6

100.4

 

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

  個人県民税                  ２９,２８１,０７５,７２７円 

  法人事業税                  ２２,４１５,８３８,８７７円 

  自動車税                   １２,３９４,８５２,６４０円 

地方消費税                  １１,３４３,１１７,７７５円 

  

・増減額の主な内容 

 個人県民税                     ８６５,８１６,７２０円増 

固定資産税                   ５２３,４５４,９００円増 

法人県民税                     ３５７,７６５,０６７円増 

自動車取得税                  ３２３,５５３,３００円増 

不動産取得税                   ８８,８５５,８８５円増 

県民税利子割                   ５６,７７６,６６５円増 

地方消費税                  １,９８６,２８７,０２６円減 

法人事業税                    ９９６,６８４,０９１円減 

県たばこ税                     ６３,１２３,９９５円減 

ゴルフ場利用税                   １０,２０６,７００円減 

個人事業税                      １０,８１０,５４４円減 

 

 

○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

（理由別） 

時効（地方税法第 18 条）                   ７２,５７１,４０１円 
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納付納入義務の即時消滅（地方税法第 15 条の 7第 5 項）     ４７,０８６,７１３円 

滞納処分執行停止後３年経過（地方税法第 15 条の 7 第 4 項）    ３２,６９７,４５８円 

 

    

・増減額の主な内容 

    法人事業税                     １８,０３６,２４９円増 

    法人県民税                      ３,９２１,７２７円増 

個人県民税                     １５,０７９,９７８円減 

不動産取得税                     ４,５４７,１６６円減 

自動車税                       １,０８４,６３０円減 

個人事業税                        ６６０,９６９円減 

     

    

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

  個人県民税                   １,０６７,４５４,３２３円 

不動産取得税                    ２１８,２５９,７７３円 

  自動車税                      １３０,０４６,０９２円 

 

・増減額の主な内容 

 不動産取得税                     １８,３１１,６４６円増 

個人事業税                     ７,３８２,６９１円増 

個人県民税                      １８４,１７８,１５５円減 

法人事業税                     ２５,８０５,４８０円減 

自動車税                       ９,１６６,６９８円減 

法人県民税                      ７,４１０,７１２円減 

  

 

 

第２款  地方消費税清算金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
3.6 0.0

年度

対
前
年

度
比
較

金
額

率
％

31,005,398,000 31,011,793,48929

28

31,011,793,489 0 0 6,395,489 100.0 100.0

31,267,290,000 30,150,669,456 30,150,669,456 0 0 △ 1,116,620,544 96.4 100.0

△ 261,892,000 861,124,033 861,124,033 0

99.2 102.9 102.9 －

0

－

 

 

第３款  地方譲与税 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.6 0.0

13,564,549,000

13,108,001,000

29

28

対
前
年

度
比
較

金
額
率
％

年度

13,579,881,000 13,579,881,000 0 0

13,195,764,000 13,195,764,000 0

0

0 87,763,000 100.7

15,332,000 100.1 100.0

100.0

0

103.5 102.9 102.9 － －

456,548,000 384,117,000 384,117,000

 

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

  地方法人特別譲与税              １２,０４４,６９０,０００円 

  地方揮発油譲与税                １,４４１,１３９,０００円 
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・増減額の主な内容 

地方法人特別譲与税                 ４０５,０４１,０００円増 

地方揮発油譲与税                  １６,７０１,０００円減 

 

 

 

第４款  地方特例交付金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

28

対
前
年

度
比
較

28,153,000 0 0

率
％

110.4 110.4 110.4 － －

金
額

28,153,000 28,153,000

100.0

271,298,000 271,298,000 271,298,000 0 0 0 100.0

299,451,000 299,451,000

100.0

0 0 0 100.029

年度

299,451,000

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

減収補塡特例交付金                 ２９９,４５１,０００円 

 

 

第５款  地方交付税 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.3 0.0

29

28

対
前
年

度
比
較 率

％

年度

金
額

△ 279,433,000△ 279,433,000 0 0

99.5 99.8 99.8 － －

△ 697,053,000

100.0

128,326,993,000 128,342,018,000 128,342,018,000 0 0 15,025,000 100.0 100.0

0 0 432,645,000 100.3127,629,940,000 128,062,585,000 128,062,585,000

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

    普通交付税                 １２６,０３４,５７７,０００円 

    特別交付税                   ２,０２８,００８,０００円 

 

・増減額の内容 

 普通交付税                     １７８,５８４,０００円増 

特別交付税                     ４５８,０１７,０００円減 

    

 

第６款  交通安全対策特別交付金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.2 0.0

29

対
前
年

度
比
較

△ 6,000,000 △ 5,949,000 △ 5,949,000 0 0

年度

28

率
％

98.1 97.9 97.9 － －

金
額

100.0

319,000,000 282,236,000 282,236,000 0 0 △ 36,764,000 88.5 100.0

0 0 △ 36,713,000 88.3313,000,000 276,287,000 276,287,000
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第７款  分担金及び負担金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
2.5 0.6

29

28

対
前
年

度
比
較

金
額

116.8 120.5 121.2 109.3 98.6

96.8

440,961,935 346,368 △ 918,138

64,599,996 △ 1,067,364,919 66.1

528,904,137 440,390,165

率
％

68.6 97.4

3,149,855,614 2,150,805,098 2,082,490,695 3,714,407

2,523,452,630 4,060,775 63,681,858 △ 1,155,307,1213,678,759,751 2,591,195,263

年度

 

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

農林水産業費負担金                   １,７４４,５７６,０５７円 

土木費負担金                        ６１０,４０４,１２９円 

民生費負担金                        １６６,５４０,６６４円 

総務費負担金                         １,９０８,５５５円 

 

  ○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

    児童福祉費負担金                   ４,０６０,７７５円 

 

○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

河川砂防費負担金                      ３５,３７３,６２２円 

児童福祉費負担金                      ２８,３０８,２３６円 

 

 

第８款  使用料及び手数料 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
1.1 △ 0.1

28

29

年度

98.0 99.1 99.0 209.8 100.2

99.3 95.4

△ 74,866,321 2,855,192 673,601対
前
年

度
比
較

金
額

△ 158,962,000 △ 71,337,528

率
％

31,638,224 100.4 95.3

7,794,745,000 8,118,224,979 7,742,287,545 2,601,313 373,336,121 △ 52,457,455

7,667,421,224 5,456,505 374,009,7227,635,783,000 8,046,887,451

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

使用料                         ６,１４７,４９６,１０７円 

手数料                         １,５１９,９２５,１１７円 

 

  ○ 不納欠損額の主な内容は、次のとおりである。 

    県営住宅使用料                    ５,１８７,２０５円 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

県営住宅使用料                       ３６３,５７６,９６０円 

児童福祉費使用料                       ３,６５９,０５２円 

県営住宅駐車場使用料                     ３,４６１,６００円 

河川使用料                          １,８６５,９５０円 
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第９款  国庫支出金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 7.6 0.0

29

28

108.8 98.6 98.6 － －

80.8 100.0

△ 778,836,597 0 0対
前
年

度
比
較

金
額

6,089,073,336 △ 778,836,597

率
％

△ 20,248,546,238 73.2 100.0

69,566,610,780 56,185,974,475 56,185,974,475 0 0 △ 13,380,636,305

55,407,137,878 0 0

年度

75,655,684,116 55,407,137,878

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

国庫補助金                      ３４,７４３,２７０,６２２円 

国庫負担金                      １９,５９３,５９９,６４７円 

国庫委託金                      １,０７０,２６７,６０９円 

 

   ・増減額の主な内容 

 民生費国庫補助金                  ８１５,９５８,７４７円増 

農林水産業費国庫補助金               ５４５,３５２,２３８円増 

警察費国庫補助金                ３０２,６４８,０００円増 

民生費国庫負担金                  ２０７,５１１,５８９円増 

土木費国庫補助金                ２,００１,２０５,０４４円減 

総務費国庫補助金                  ２６６,１８９,０５７円減 

商工費国庫補助金                  ２０５,２９３,７３０円減 

教育費国庫補助金                  １７１,０８８,５４５円減 

災害復旧費国庫補助金                １４０,２２７,１７６円減 

 

 

第１０款  財産収入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
2.9 0.0

28

29

44.1 45.3 45.3 － 10.2

105.3 100.0

△ 744,093,907 0 △ 199,692対
前
年

度
比
較

金
額

△ 722,881,000 △ 744,293,599

率
％

46,826,215 108.2 100.0

1,293,194,000 1,361,455,386 1,361,233,122 0 222,264 68,039,122

617,139,215 0 22,572

年度

570,313,000 617,161,787

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

財産運用収入                       ３３７,０６７,０６４円 

財産売払収入                       ２８０,０７２,１５１円 

 

   ・増減額の主な内容 

    物品売払収入                    １,５１７,２７５円増 

出捐金返還収入                   ６４０,０００,０００円減 

不動産売払収入                       ７０,３７５,８２８円減 

生産物売払収入                  ２２,５８０,０６４円減 
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第１１款  寄附金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
10.6 0.0

29

28

対
前
年

度
比
較 97.0 108.2 108.2 － －

92.4 100.0

14,446,731 0 0
金
額

△ 5,601,000 14,446,731

率
％

5,571,991 103.0184,144,000 189,715,991 100.0

189,745,000 175,269,260 175,269,260 0 0 △ 14,475,740

189,715,991 0 0

年度

 

 

 

第１２款  繰入金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 2.9 0.0

28

29

年度

104.3 100.6 100.6 － －

83.2 100.0

156,927,749 0 0対
前
年

度
比
較

金
額

1,351,018,000 156,927,749

率
％

△ 6,502,832,650 80.3 100.0

31,676,576,000 26,367,833,601 26,367,833,601 0 0 △ 5,308,742,399

26,524,761,350 0 033,027,594,000 26,524,761,350

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

特別会計繰入金                １５,７６０,４４３,７４１円 

基金繰入金                 １０,７６４,３１７,６０９円 

 

   ・増減額の主な内容 

 国民健康保険広域化等支援基金繰入金      ２,９０８,７２３,２９６円増 

地域医療介護総合確保基金繰入金           ８５６,２９５,５２１円増 

恩賜県有財産特別会計繰入金           ２５０,３９３,１３１円増 

電気事業会計繰入金               １４９,９７８,３３８円増 

商工業振興資金特別会計繰入金          ３,５８５,５４９,５２０円減 

財政調整基金繰入金                 ５００,０００,０００円減 

森林整備加速化・林業再生基金繰入金         ５６,３０７,５９６円減 

 

 

 

第１３款  繰越金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

29

28

96.0 96.0 96.0 － －

100.0 100.0

△ 252,116,496 0 0対
前
年

度
比
較

金
額

△ 252,115,915 △ 252,116,496

率
％

△ 255 100.0 100.0

6,227,602,387 6,227,602,713 6,227,602,713 0 0 326

5,975,486,217 0 0

年度

5,975,486,472 5,975,486,217
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第１４款  諸収入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 3.3 △ 0.8

28

29

対
前
年

度
比
較

金
額

1,344,196,112 516,012,040

率
％

95.0 97.4

284,046,569 103,059,905 128,905,566

104.7 101.8 101.0 586.0 118.1

△ 2,501,248,471 91.7 96.6

28,644,632,888 27,936,439,191 27,203,533,960 21,207,281 711,697,950 △ 1,441,098,928

27,487,580,529 124,267,186 840,603,516

年度

29,988,829,000 28,452,451,231

 

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

貸付金等償還金                ２０,４９７,８４８,３６８円 

雑 入                     ３,３４５,９９０,８９４円 

収益事業収入                  ２,１８０,５１８,０１４円 

受託事業収入                  １,２７４,７８５,７４８円 

延滞金・加算金及び過料               １６２,０５３,３７４円 

県預金及び貸付金等利子収入             ２６,３８４,１３１円 

 

   ・増減額の主な内容 

雑 入                       ６３７,５３２,８６６円増 

総務受託事業収入                  １１６,６７６,０８３円増 

土木貸付金等償還金                  ９１,８６５,９０３円増 

土木受託事業収入                   ４４,８１０,３８２円増 

収益事業収入                    ２３２,９９５,３６６円減 

総務貸付金等償還金                 ２４４,３９１,４４０円減 

利子割精算金収入                  ４７,０３５,８５２円減 

衛生貸付金等償還金                  ３９,５５２,７４７円減 

民生貸付金等償還金                  １１,１７２,１９８円減 

教育受託事業収入                 １０,３５１,１１６円減 

 

○ 不納欠損額の主な内容は、次のとおりである。 

延滞金、加算金及び過料等            １０６,６０５,５０１円 

雑 入                            １３,４８９,９７５円 

     

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

雑 入                           ４９１,１６２,６３７円 

違約金及び延納利息                   ２７４,６０８,８２５円 

延滞金・加算金及び過料等                 ２２,７６８,８２１円 

教育奨励資金貸付金償還金              １３,７８６,５９０円 

高齢者居室等整備資金償還金             １３,０６５,９３０円 

在宅重度心身障害者居室整備資金償還金        １０,１４１,８１０円 

 

 

第１５款  県 債 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円      の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 5.6 0.0

29

28

－103.8 96.5 96.5 －

79.1 100.0

△ 2,349,600,000 0 0

0 0 △ 17,716,000,000

対
前
年

度
比
較

金
額

3,237,400,000 △ 2,349,600,000

率
％

△ 23,303,000,000 73.50 100.0

84,682,200,000 66,966,200,000 66,966,200,000

64,616,600,000 087,919,600,000 64,616,600,000

年度
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○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

一般補助事業債                    ２７,４５７,０００,０００円 

臨時財政対策債                  ２０,９４２,６００,０００円 

単独事業債                     １３,６２９,０００,０００円 

減収補塡債（特例分）            ２,０００,０００,０００円 

災害復旧事業債                        ５８８,０００,０００円 

 

・増減額の内容 

臨時財政対策債                      １,２８６,４００,０００円増 

一般補助事業債                        ６５３,０００,０００円増 

災害復旧事業債                        １６２,０００,０００円増 

減収補塡債（特例分）            ３,０７０,０００,０００円減 

単独事業債                       １,３８１,０００,０００円減 

 

 

県債残高 （千円）

区　　　分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

現　　在　　高 1,006,642,197 1,000,547,026 983,494,873 973,874,125 961,847,701
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平成２９年度県債発行内訳

事　　　業　　　名 　　金　額　（千円）

災
害
復
旧
事
業
債

公 営 住 宅 建 設 事 業 689,000

計 27,457,000

災 害 復 旧 事 業 588,000

計 588,000

一
般
補
助
事
業
債

公 共 事 業 等 25,668,000

そ の 他 ５ 事 業 1,100,000

県 立 病 院 機 構 貸 付 金 637,000

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 2,500,000

1,327,000

学 校 教 育 施 設 等 整 備 事 業 863,000

公 共 事 業 等 854,000

減 収 補 塡 債 （ 特 例 分 ） 2,000,000

合　　　　　　　計 64,616,600

そ の 他 ７ 事 業 2,873,000

計 13,629,000

臨 時 財 政 対 策 債 20,942,600

単
独
事
業
債

一 般 単 独 事 業

地 方 道 路 等 整 備 事 業 3,189,000

1,386,000

地 域 活 性 化 事 業
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（２）歳出概要 

予算現額５,１１４億１,５５５万２,３３９円に対し、支出済額は４,５１５億１,９９９万

７２６円で、前年度と比較して４４億６,８５０万３,９４９円（１.０％）減少しており、執行率は

８８.３％で、前年度を２.６ポイント下回っている。 

  翌年度繰越額は、４４１億６,１０３万２,３０７円であり、この主なものは、土木費２８０億

８,６６８万８,８４４円、農林水産業費１１１億１,４８５万３,７５６円、災害復旧費１３億

５,０７０万４,７１１円、総務費１１億３,１８１万２,９２０円、教育費９億４,５７３万

４,４１６円、警察費６億６,９９１万３,４１０円及び民生費６億７８１万円である。 

  不用額は、１５７億３,４５２万９,３０６円であり、この主なものは、商工費７３億１９１万

７６６円、教育費２６億４,９３２万７,２６４円、民生費１３億６,７１９万１,１９５円、総務費

１２億２,１８７万１１６円、衛生費９億５,１１１万８,５１８円及び農林水産業費７億８,５９８万

４,６６２円である。 

 

 

第１款 議会費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.2

94.7

△ 3,310,000

翌年度繰越額
年度

対
前
年

度
比
較

54,463,615 94.5

994,565,000 942,246,326

予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

0 0 0 52,318,674

△ 5,454,941 0 0 0

991,255,000 936,791,385 0 0 0

99.7 99.4 － －

2,144,941

104.1－

29

28

金
額

率
％

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

    議会費                    ９３６,７９１,３８５円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

議会運営費                    ２３,６３６,９０５円 

 

第２款 総務費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

5.4

翌年度繰越額
年度

対
前
年

度
比
較

金
額

率
％

予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

1,836,000 172,401,400 957,575,520 93.0

34,535,441,740 30,265,390,357 0 3,364,704,020 81,227,333 824,120,030 87.6

33,454,416,353 31,100,733,317

5.1 1,178.9

△ 1,081,025,387 835,342,960 1,836,000 △ 3,192,302,620 397,750,086876,348,187

1,221,870,116

148.396.9 102.8 皆増

29

28

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

総務管理費                １０,２９７,６２７,８２５円 

企画費                  １０,０５０,８４７,３１５円 

徴税費                   ５,０９４,５９１,７５４円 

防災費                   ３,２４１,０４９,２６２円 

市町村振興費                １,３１９,６３８,６００円 

選挙費                     ５０７,３５５,２８６円 

統計調査費                   ２９５,３３７,１８１円 

監査委員費                   １６８,８６０,０３０円 

人事委員会費                  １２５,４２６,０６４円 

 

・増減額の主な内容 

防災費                   ２,０４８,７２０,０６１円増 

徴税費                    １,５４９,６５２,３６８円増 

市町村振興費                   ２２４,０２６,４６１円増 
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選挙費                       ２３,４１６,３６９円増 

企画費                     ２,５０３,７０８,９５７円減 

総務管理費                    ４８６,７９２,７８０円減 

統計調査費                     ２１,８０７,９９５円減 

 

○ 継続費逓次繰越の内容は、次のとおりである。 

南都留合同庁舎移転整備事業費            １,８３６,０００円 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

リニア中央新幹線用地取得事務受託事業費      ７５,１５１,４００円 

リニア中央新幹線推進対策費           ４８,７３７,０００円 

    総合球技場検討費                １９,５０９,０００円 

    県有財産管理費                 １９,２２４,０００円 

富士山世界文化遺産保存活用推進事業費       ９,７８０,０００円 

 

  ○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

消防行政推進費                   ９５７,５７５,５２０円 

 

  ○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

庁内管理費（工事請負費）            ５９,５３２,８８０円 

法人二税等償還金                 ５７,８５６,８６２円 

庁内管理費（委託料）               ４３,３５６,１９７円 

消防防災航空隊運営費               ３３,９０５,５０３円 

リニア中央新幹線用地取得事務受託事業費      ２９,２４０,５８５円 

青少年センター設備整備費（繰）          ２９,１７５,８００円 

小新営・維持修繕費                １９,２３４,１３２円 

南都留合同庁舎移転整備事業費          １４,２２９,３２０円 

情報ハイウェイ管理運営費             １０,６８５,８３２円 

 

第３款 民生費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.3

翌年度繰越額
年度

対
前
年

度
比
較

金
額

率
％

2,479,652,360 2,575,628,307 0

予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

56,947,498,000 54,972,496,805 0 238,352,000 369,458,000 1,367,191,195 96.5

54,467,845,640 52,396,868,498 0 680,675,000 0 1,390,302,142 96.2

△ 23,110,947

104.6 104.9 － 35.0 皆増 98.3

△ 442,323,000 369,458,000

29

28

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

社会福祉費                 ４２,２６２,５１３,４５９円 

児童福祉費                 １１,６２４,６８３,２５５円 

    生活保護費                  １,０７４,９９２,８３３円 

    災害救助費                     １０,３０７,２５８円 

 

・増減額の内容 

社会福祉費                 ２,０４７,３２７,９６９円増 

児童福祉費                   ５２７,７００,５５０円増 

  生活保護費                    ４６,２６１,２２６円増 

災害救助費                    ４５,６６１,４３８円減 

 

  ○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

老人福祉施設整備費                １４１,８３９,０００円 
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知的障害者援護費                  ８８,６５３,０００円 

児童福祉施設設置費                 ７,８６０,０００円 

 

  ○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

老人福祉施設整備費                ３６９,４５８,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

  国民健康保険調整交付金              ２４２,０３５,０００円 

  後期高齢者医療給付費               １５０,１９５,７６８円 

重度心身障害者医療費助成事業費補助金      １０６,８１０,７８４円 

災害救助基金特別会計への繰出金          ８５,６９８,０００円 

障害者日中活動支援サービス費負担金        ５３,６８４,１２６円 

市町村地域生活支援事業費             ３１,２２９,０００円 

児童手当県負担金                 ２９,９３２,５３２円 

地域子ども・子育て支援事業費補助金        ２７,８６０,０００円 

社会福祉村管理費事業経費             ２５,６８６,４８０円 

扶助費                      ２１,９８３,９１１円 

ひとり親家庭医療費助成事業費補助金        ２１,３２４,７２７円 

放課後児童健全育成事業費補助金          ２０,８８５,０００円 

児童入所施設等措置費               ２０,０４０,０８７円 

 

第４款 衛生費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

2.7

△ 410,087,833 △ 3,854,520 △ 100,525,317

－ 30.6 皆減 90.4

90.5

29

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 820,193,037 △ 305,725,367

率
％

95.3 98.1

0

17,384,844,640 15,738,434,202 0 590,912,083 3,854,520 1,051,643,835

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

16,564,651,603 15,432,708,835 0 180,824,250 0 951,118,518 93.2

28

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

    医薬費                    ８,６４５,３８８,８５２円 

公衆衛生費                  ４,０１８,４９２,０５１円 

    環境衛生費                  １,８６７,９１７,８２７円 

    保健所費                     ９００,９１０,１０５円 

 

・増減額の内容 

医薬費                      ２０５,９８３,８８７円増 

環境衛生費                                    ４７４,６９４,７７０円減 

保健所費                      ２９,８６３,５３８円減 

公衆衛生費                        ７,１５０,９４６円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

地域医療対策費                  ７６,０８３,０００円 

廃棄物処理対策費                                ４８,６４４,２５０円 

健診検査体制整備費                ４３,４３８,０００円 

広域水道整備費                   １２,６５９,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

施設整備等資金貸付金                ２５８,０００,０００円 

最終処分場整備資金等貸付金            ９６,９２７,０００円 

精神障害者医療費                 ６５,１３７,７５１円 
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不妊治療相談・指導事業費             ５６,６２５,３４３円 

特定疾患等対策事業費               ４４,６６７,０７７円 

乳幼児医療費補助金                ４１,８４５,９８３円 

小児救急医療体制確保事業費                      ３４,３２２,２３６円 

小児医療対策事業費                          ２１,４３９,００４円 

 

第５款 労働費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

2.0

0 △ 62,780,715

－ － － 70.9

88.1

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 271,388,000 △ 208,607,285

率
％

85.0 86.9

0 0

1,808,095,000 1,592,570,430 0 0 0 215,524,570

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

1,536,707,000 1,383,963,145 0 0 0 152,743,855 90.129

28

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

職業訓練費                  １,０５５,０４１,７７５円 

労働力対策費                    １３９,１４７,５８１円 

労政費                      １１１,３５８,８８８円 

労働委員会費                    ７８,４１４,９０１円 

 

・増減額の主な内容 

労政費                      １０,５８６,５７２円増 

    労働力対策費                   １８０,５５７,２９３円減 

    職業訓練費                                     ３８,１９１,５５３円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

勤労者福祉資金預託金               ４９,９８７,０００円 

県営林道維持修繕費補助金             １５,３７８,３２７円 

専門課程訓練費                  １０,２９０,０５６円 

 

第６款 農林水産業費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 9.2

113,909,136 △ 72,611,940

－ 144.1 327.2 91.5

79.4

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 1,300,514,556 △ 4,693,165,288

率
％

96.8 85.7

0 3,351,353,536

41,214,932,640 32,706,744,954 0 7,599,460,884 50,130,200 858,596,602

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

39,914,418,084 28,013,579,666 0 10,950,814,420 164,039,336 785,984,662 70.2

28

29

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

農地費                   １１,５６７,８５５,８９７円 

林業費                    １０,０２６,７７３,２１８円 

農業水産業費                 ４,９０３,４１５,０５４円 

畜産業費                   １,５１５,５３５,４９７円 

 

・増減額の内容 

    農地費                   ２,２２６,９３７,０１９円増 

    畜産業費                    ４４１,１３６,０６８円増 

林業費                    ７,１５０,０４８,１１９円減 

農業水産業費                   ２１１,１９０,２５６円減 
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○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

県営土地改良事業費               ４,１７５,６８５,５００円 

木材業振興費                  ２,１２３,７２４,０００円 

農村地域防災減災事業費             １,４８７,１８８,０００円 

復旧治山費                 １,３８０,８２６,７６０円 

団体営土地改良事業費               ２５２,３７３,０００円 

森林居住環境整備事業費            ２２５,６４０,７６０円 

園芸等生産指導費               ２２１,５００,０００円 

    山村振興対策費                 １７６,４００,０００円 

造林費                      １７１,０３４,３４０円 

農村地域活性化農道整備事業費           １３８,５３４,０００円 

森林管理道開設費                  ９９,８０８,０００円 

水源地域緊急整備事業費             ９９,７５０,０００円 

土砂崩落復旧対策事業費             ８９,０４４,４４０円 

地すべり防止費                 ８４,０００,０００円 

山村地域活性化林道整備事業費            ６９,０００,０００円 

障害防止対策治山事業費             ４５,３１３,５２０円 

    国土調査費                    ２８,７４４,５００円 

    障害防止対策耕地事業費             ２８,３５０,０００円 

災害関連緊急治山費               ２７,７１５,４８０円 

    水土保全治山事業費                １４,２２９,１２０円 

 

○ 事故繰越の主な内容は、次のとおりである。 

畑地帯総合整備事業費               ８３,１２４,０００円 

基盤整備促進事業費                ３６,８６５,０００円 

障害防止対策耕地事業費             １５,６５０,０００円 

復旧治山費                   １４,１９６,６８０円 

広域営農団地農道整備事業費           １４,０５５,４５６円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

災害関連緊急治山費                ２３９,５０４,５２０円 

畜産・酪農収益力強化事業費補助金          ３２,１１０,４５０円 

県営林道維持修繕費補助金              ２５,０００,０００円 

しいたけ原木等確保資金貸付金           ２２,０００,０００円 

やまなし産地パワーアップ事業費         ２１,８５４,５５６円 

県産材流通活性化事業資金貸付金          ２０,０００,０００円 

小規模治山災害復旧事業              １９,９０３,０００円 

青年就農給付金交付事業費             １８,８６４,５９２円 

果樹団地化促進支援事業費             １２,５８７,５２１円 

農地利用最適化交付金               １１,４８５,０００円 

 

第７款 商工費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 7.2

8,550,000 1,768,603,928

－ 19.2 皆増 132.0

81.5

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 3,014,014,328 △ 4,521,506,256

率
％

90.5 82.5

0 △ 269,662,000

31,687,041,328 25,819,932,490 0 333,802,000 0 5,533,306,838

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

28,673,027,000 21,298,426,234 0 64,140,000 8,550,000 7,301,910,766 74.329

28

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

商工費                   ２０,５７０,１６８,９４２円 
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観光費                       ７２８,２５７,２９２円 

 

・増減額の内容 

商工費                    ４,３４７,３９１,９６９円減 

観光費                       １７４,１１４,２８７円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

    観光施設整備費                  ４８,４９０,０００円 

工業高度化推進事業費                １５,６５０,０００円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

    観光施設整備費                   ８,５５０,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

商工業振興資金特別会計繰出金         ６,８４２,１１６,０００円 

産業集積促進事業費                ９２,４０８,０００円 

信用保証料助成事業費               ５８,１８０,８１１円 

富士工業技術センター研究開発支援棟整備事業費      ４０,４７２,１２０円 

（単経）工業技術センター運営費（需用費）     ２４,６３９,１７４円 

小規模企業者等設備貸与事業円滑化事業費      ２３,４０２,０００円 

市町村等工業団地整備促進事業費          ２３,００９,０００円 

中小企業支援基盤整備事業費            １１,３１１,２７１円 

 

第８款 土木費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 9.2

28

29

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

99,532,123,626 71,059,501,597 0 27,923,702,824 162,986,020 385,933,185 71.4

86,775,471,412 69,927,681,640 0 16,285,453,906 35,027,720 527,308,146 80.6

対
前
年

度
比
較

金
額

12,756,652,214 1,131,819,957

率
％

114.7 101.6

0 11,638,248,918 127,958,300 △ 141,374,961

－ 171.5 465.3 73.2

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

道路橋りょう費                ３７,７５０,８５７,２９０円 

河川砂防費                 １０,９７４,８１３,１６３円 

住宅費                    ９,７０３,２６５,７５７円 

都市計画費                  ９,４１９,５１６,５１３円 

土木管理費                  ３,２１１,０４８,８７４円 

 

・増減額の内容  

都市計画費                  １,６１７,７８０,８６１円増 

住宅費                      ３２２,７４９,４０２円増 

河川砂防費                     ４６６,７４７,０７５円減 

道路橋りょう費                   ２７０,６５４,１８８円減 

  土木管理費                      ７１,３０９,０４３円減 

 

○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

緊急道路整備費                ９,４１０,３７７,８５４円 

通常砂防事業費                           ２,９６５,３８７,５４６円 

道路維持修繕費                ２,６４３,７０２,９８６円 

国道橋りょう改築費              １,８３７,２０９,２１０円 

基幹河川改修事業費             １,４６０,０９６,８２９円 
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急傾斜地崩壊対策事業費             １,１２６,３１２,５５８円 

緊急街路整備費                １,１０３,６５８,０９９円 

ﾘﾆｱ中央新幹線建設工事発生土処分受託事業費 １,０１１,７８４,０００円 

統合一級河川整備事業費              ８１７,７２４,９８５円 

広域連携道路事業費               ７８３,７０７,２７９円 

県単独道路橋りょう整備費           ６８９,４１４,５９９円 

都市公園建設費                ５５９,２１５,３０３円 

県単独河川維持修繕費             ４９３,６５３,６００円 

火山砂防事業費                ４５５,８０８,７３７円 

流域下水道特別会計県補助金          ４４２,１５０,８３５円 

土地区画整理事業費              ３５２,９３０,０００円 

災害関連緊急砂防等事業費           ２８７,９７５,１００円 

街路整備費                  ２６７,７４８,９７６円 

県単独河川改良費               １８３,８５２,４９３円 

交通対策道路事業費              １４９,８８５,７７１円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

緊急街路整備費                  １２６,８００,０２０円 

県単独道路橋りょう整備費              ３６,１８６,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

富士北麓公園陸上競技場改修事業費（繰）      ４７,０８６,４６０円 

通常砂防受託事業費               ４２,９５２,０００円 

木造住宅耐震改修支援事業費                ４２,５０３,０００円 

災害時避難路通行確保対策事業費補助金      ２４,９７３,０００円 

公共下水道普及促進費補助金           １９,１０６,０００円 

舗装道原因者復旧事業費             １６,７３９,６７８円 

中部横断道用地事務受託事業費          １０,０６８,６００円 

 

第９款 警察費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 2.0

29

28

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

23,125,281,160 22,198,907,955 394,535,000 275,378,410 0 256,459,795 96.0

22,055,992,486 21,606,768,808 0 71,771,800 17,542,360 359,909,518 98.0

対
前
年

度
比
較

金
額

1,069,288,674 592,139,147

率
％

104.8 102.7

394,535,000 203,606,610 △ 17,542,360 △ 103,449,723

皆増 383.7 皆減 71.3

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

警察管理費                ２０,０３３,４２２,１６９円 

警察活動費                  ２,１６５,４８５,７８６円 

 

・増減額の内容 

警察管理費                    ４２４,９７３,７８９円増 

警察活動費                    １６７,１６５,３５８円増 

 

○ 継続費逓次繰越の内容は、次のとおりである。 

  富士吉田警察署建設事業費           ３９４,５３５,０００円  

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

施設整備費                      ２７５,３７８,４１０円 
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○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

運転免許証更新時講習費             ２２,６８５,３１９円 

駐在所報償費                   ２２,０３０,２８１円 

航空機維持費                  １１,３４７,４６０円 

 

第１０款 教育費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.2

28

29

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

91,595,913,149 88,000,851,469 0 945,734,416 0 2,649,327,264 96.1

92,011,548,511 88,269,369,847 1,593,609,519 494,398,630 2,000,000 1,652,170,515 95.9

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 415,635,362 △ 268,518,378

率
％

99.5 99.7

△ 1,593,609,519 451,335,786 △ 2,000,000 997,156,749

皆減 191.3 皆減 160.4

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

小学校費                  ２５,４３１,３２８,３２３円 

高等学校費                 １７,７０１,７４４,８９３円 

中学校費                  １５,２７０,８３９,１５６円 

教育総務費                 １３,４７１,７３４,７８４円 

特別支援学校費                ６,８９６,１８５,２７２円 

私学振興費                  ４,９７０,４９５,０１４円 

社会教育費                  ２,０７８,６８０,０８１円 

保健体育費                  １,１０９,３３１,４７８円 

大学費                    １,０７０,５１２,４６８円 

 

・増減額の内容 

高等学校費                    ８２７,５６９,４９７円増 

教育総務費                    １５２,００２,８３９円増 

特別支援学校費                  ５１０,１３８,１６８円減 

小学校費                     ３１２,５０８,７４０円減 

中学校費                     ２０５,６１５,０７１円減 

保健体育費                      ９４,３１０,４３２円減 

社会教育費                     ６９,３７０,３３４円減 

大学費                       ４２,９３６,７８２円減 

私学振興費                     １３,２１１,１８７円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

県立射撃場費                   ４８８,９４１,０００円 

高校施設整備費                  ４３９,４３４,４１６円 

甲府支援学校等施設整備費            １７,３５９,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

総合制高校施設整備費（繰）           ２３２,９９９,８１４円 

第７３回国民体育大会冬季大会開催費（工事請負費）８０,４７９,０００円 

わかば支援学校建設事業費            ５７,３２０,０００円 

第７３回国民体育大会冬季大会開催費（補助金）  ４１,１９５,４４６円 

総合制高校施設整備費              ３７,３３７,０００円 

学校運営費                   ３５,６０９,９２８円 

国体選手派遣費等補助金             ２７,０４６,１５６円 

特別支援学校児童生徒就学援助費         １９,２７５,５５３円 

各種健康診断費（委託料）            １４,８５２,３０９円 

日本スポーツ振興センター災害共済給付金     １３,４６４,３１７円 
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私立高等学校等就学支援事業費          １２,８７２,２７１円 

 

第１１款 災害復旧費  

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 29.8

29

28

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

2,733,964,364 1,045,835,402 0 1,342,604,711 8,100,000 337,424,251 38.3

1,498,503,272 1,019,966,206 0 258,261,364 0 220,275,702 68.1

対
前
年

度
比
較

金
額

1,235,461,092 25,869,196

率
％

182.4 102.5

0 1,084,343,347 8,100,000 117,148,549

－ 519.9 皆増 153.2

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

土木施設災害復旧費              ９６８,０２６,４０２円 

農林水産施設災害復旧費             ７７,８０９,０００円 

 

・増減額の内容 

土木施設災害復旧費               ９８,２３９,７２０円増 

農林水産施設災害復旧費             ７２,３７０,５２４円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

平成２９年災害復旧費            １,０２０,７８４,４１０円 

平成２９年耕地災害復旧費           １５９,０３６,０００円 

平成２９年林道災害復旧費            ７２,８４１,０００円 

平成２９年度林地荒廃防止施設災害復旧費     ４２,１６７,０００円 

平成２８年災害復旧費              ２６,１４６,５０１円 

県単独災害復旧費                ２１,６２９,８００円 

 

○ 事故繰越費の内容は、次のとおりである。 

平成２８年災害復旧費               ８,１００,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

県単独災害復旧費（工事請負費）        １９５,１３５,０３１円 

平成２９年林地荒廃防止施設災害復旧費      ５５,０７９,０００円 

県単独災害復旧費（委託料）           ４３,４４５,１６０円 

平成２８年災害復旧費              １９,０９１,０６０円 

平成２９年耕地災害復旧費            １６,２２２,０００円 

 

第１２款 公債費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0

28 85,687,145,000 85,658,538,820 0 0

29

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

84,313,545,000 84,288,193,928 0 0 0 25,351,072 100.0

0 28,606,180 100.0

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 1,373,600,000 △ 1,370,344,892

率
％

98.4 98.4

0 0 0 △ 3,255,108

－ － － 88.6

  ○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

一般単独事業債              ２３,４５７,４４０,３０１円 

臨時財政対策債              ２２,８７１,９９５,５９５円 

公共事業等債               １９,５１２,９５９,６７１円 

財源対策債                 ８,２６２,６２３,７３４円 

教育・福祉施設等整備事業債         １,２４３,８６１,８９１円 
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○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

一時借入金利子                 １９,７８１,４０５円 

 

第１３款 諸支出金 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

3.7
率
％

金
額

29

28

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

31,992,752,000 31,788,000,988 0 0 0 204,751,012 99.4

31,377,953,000 30,043,982,097 0 0 0 1,333,970,903 95.7

15.3

0 0 0 △ 1,129,219,891

－102.0 105.8 －－

対
前
年

度
比
較

614,799,000 1,744,018,891

  ○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

諸費                   ２９,２５７,５６５,７３５円 

財政調整基金積立金             ２,５１１,８８２,９４７円 

公共施設整備等事業基金積立金            １５,４８７,８２５円 

土地開発基金積立金                  ３,０１５,００２円 

 

・増減額の主な内容 

財政調整基金積立金             ２,４９９,３１２,６５５円増 

諸費                       ７４７,８３６,３８２円減 

公共施設整備等事業基金積立金             ６,９０８,２９２円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

自動車取得税交付金                 ７８,１３６,０００円 

配当割交付金                    ５１,２０７,０００円 

株式等譲渡所得割交付金             ４５,９０９,０００円 

 

第１４款 予備費 

充　　用　　額 不　用　額
円 円

当初予算額
円

40,000,000 0 40,000,000
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４ 特 別 会 計 

 

恩賜県有財産特別会計ほか１１会計の歳入歳出決算の状況は、次の表のとおりである。 

 

（１）恩賜県有財産特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 3.0 0.0

率
％

102.5 100.1 100.1 － 98.0

△ 832,403対
前
年

度
比
較

金
額

197,007,302 9,843,379 10,675,782 0

129.1 99.67,822,979,880 10,142,252,509 10,101,614,571 0 40,637,938 2,278,634,691

126.1 99.6

年度

8,019,987,182 10,152,095,888 10,112,290,353 0 39,805,535 2,092,303,171

28

29

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                   ３,２０３,８７２,８６７円 

財産貸付収入                ２,３１８,０１７,４６６円 

使用料（行政財産使用料）          １,９６０,６４５,８２２円 

事業費補助金                １,２４２,８７１,８６０円 

林道債                    ５７０,０００,０００円 

借換債                    ３９７,９１７,０００円 

生産物売払収入                １８６,９７０,９５７円 

基金繰入金                  １４２,６８０,０００円 

 

・増減額の主な内容 

管理費補助金                  ４０,１５０,２４６円増 

繰越金                     ３０,９８０,１８９円増 

生産物売払収入                 １３,１６７,１０９円増 

使用料（行政財産使用料）            １０,１５８,５６６円増 

借換債                     ４３,７８５,０００円減 

不動産売払収入                 ２１,１５２,７７０円減 

雑入                      １２,９１８,１０５円減 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

財産貸付収入（土地貸付料）           ２６,６３３,１７９円 

雑入                      １１,０８２,５９３円 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
2.0

104.9 － 90.9 － 72.2
率
％

102.5

197,007,302 335,336,967 0 △ 57,675,102 0 △ 80,654,563対
前
年

度
比
較

金
額

635,520,182 0 289,717,994 88.27,822,979,88028 6,897,741,704 0

577,845,080 0 209,063,431 90.28,019,987,182 7,233,078,67129 0

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

交付金                   ２,０２３,０８７,３６３円 

林道費                   ２,０１６,０７０,０３２円 

元利償還金                 １,１３２,５６４,６４１円 

総務費                    ６２７,６１０,４６０円 

造林費                    ５９７,７６７,３８９円 

保護管理費                  ４５２,１９０,３９３円 

 

・増減額の主な内容 

一般会計繰出金                ２５０,３９３,１３１円増 

保護管理費                  １８１,６２１,９４２円増 

総務費                     ５４,３６２,２５６円増 

計画調査費                   ２７,５９８,９３１円増 

林道費                     ２５,１６６,０４９円増 

造林費                    １５９,２４１,９８８円減 

林道災害復旧費                 ３４,７２４,０００円減 

元利償還金                    ７,７７０,９２１円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

県営森林居住環境整備事業費          ２０１,００５,４８０円 

県造林費                   １８１,００６,０００円 

県営森林管理道開設費             １４８,１６３,９６０円 

平成２９年県営林道災害復旧費          ４０,７６４,０００円 

分収林造林費                   ６,９０５,６４０円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

保護管理費                   ５０,３７５,６０７円 

林道費                     ４７,８１７,３６８円 

林道災害復旧費                 ４３,４８１,０００円 

交付金                     ２２,７６２,６３７円 

元利償還金                   １８,２８３,３５９円 
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（２）災害救助基金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.1 0.0

99.9 44.8 44.8 － －

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 128,000 △ 239,305 △ 239,305 0 0

100.0224,559,000 433,392 433,392 0 0 △ 224,125,608 0.2

100.0

年度

224,431,000 194,087 194,087 0 0 △ 224,236,913 0.1

28

29

率
％

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

利子及び配当金                    １９４,０８７円 

 

・増減額の内容 

利子及び配当金                    ２３９,３０５円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.1

44.8 － － － 100.0

△ 239,305 0 0 0 111,305対
前
年

度
比
較

金
額

△ 128,000

率
％

99.9

0 224,125,608 0.2224,559,000 433,39228 0 0

0 224,236,913 0.1224,431,000 194,087 029 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

  備蓄費                        １９４,０８７円 

 

・増減額の内容 

備蓄費                        ２３９,３０５円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

救助費                    ２２４,０１９,０００円 
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（３）母子父子寡婦福祉資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
7.2 2.5

99.8 102.8 107.1 － 95.9

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 452,000 9,272,909 14,462,469 0 △ 5,189,560

62.0205,329,000 330,204,738 204,614,373 0 125,590,365 △ 714,627 99.7

64.5

年度

204,877,000 339,477,647 219,076,842 0 120,400,805 14,199,842 106.9

28

29

率
％  

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                    １４１,０６０,０４９円 

母子福祉資金元利収入              ７２,５１０,０９２円 

 

・増減額の主な内容 

繰越金                     １４,７８２,３２２円増 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

母子福祉資金貸付金元利収入          １０８,１８４,１０４円 

寡婦福祉資金貸付金元利収入           １２,００４,３８４円 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
2.8

109.0 － － － 95.7

5,697,599 0 0 0 △ 6,149,599対
前
年

度
比
較

金
額

△ 452,000

率
％

99.8

0 141,774,676 31.0205,329,00028 63,554,324 0 0

0 135,625,077 33.8204,877,000 69,251,92329 0 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

母子福祉費（貸付金）              ５１,０３９,９００円 

償還金、利子及び割引料              ８,７０６,７５３円 

一般会計繰出金                  ４,８７０,１１０円 

父子福祉費（貸付金）               ２,５２４,０００円 

 

・増減額の主な内容 

母子福祉費（貸付金）               ４,５４０,６６０円増 

父子福祉費（貸付金）               １,６６０,０００円増 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

母子福祉費（貸付金）              ８８,９６０,１００円 

父子福祉費（貸付金）              ２７,４７６,０００円 

寡婦福祉費（貸付金）              １９,１８７,０００円 
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（４）中小企業近代化資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
10.8 △ 0.2

率
％

85.6 92.1 92.0 皆増 92.6

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 568,342,000 △ 458,689,959 △ 457,969,959 7,059,500 △ 7,779,500

98.23,958,698,000 5,841,619,053 5,735,825,883 0 105,793,170 1,777,127,883 144.9

98.0

年度

3,390,356,000 5,382,929,094 5,277,855,924 7,059,500 98,013,670 1,887,499,924 155.7

28

29

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                   ２,９５７,９１３,８８８円 

小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金   １,３５１,５４４,０３２円 

小規模企業者等設備導入資金債         ３６６,４９８,０００円 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金償還金    ３２２,２２０,０００円 

高度化資金貸付金償還金            ２７８,９２４,０５７円 

 

・増減額の主な内容 

高度化資金貸付金償還金            １３１,７０９,７６３円増 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金償還金     ９８,１４１,０００円増 

小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金     ７７,１４７,０４３円増 

繰越金                    ７４４,０４２,１３２円減 

小規模企業者等設備導入資金債          １７,６１９,０００円減 

 

○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金      ７,０５９,５００円 

 

○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

高度化資金貸付金償還金             ８５,１４２,６７０円 

小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金     １２,８７１,０００円 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 8.2

75.6 － － － 109.2

△ 677,442,842 0 0 0 109,100,842対
前
年

度
比
較

金
額

△ 568,342,000

率
％

85.6

0 1,180,786,005 70.23,958,698,000 2,777,911,99528 0 0

0 1,289,886,847 62.03,390,356,000 2,100,469,153 029 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

小規模企業者等設備導入資金貸付金      １,６２８,４７０,６２２円 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金       ２５０,０００,０００円 

高度化資金貸付金               ２１１,８６１,８９３円 
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・増減額の主な内容 

高度化資金貸付金               １００,０３４,９３８円増 

小規模企業者等設備導入資金貸付金       ７７９,５５９,６９１円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

高度化資金貸付金               ８０７,５４７,７４７円 

小規模企業者等設備導入資金貸付金       ４８１,５４３,３７８円 

 

 

（５）農業改良資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
25.8 △ 2.2

86.1 94.4 90.9 － 99.3

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 5,888,000 △ 19,293,995 △ 18,244,970 0 △ 1,049,025

58.542,502,000 342,102,268 199,994,451 0 142,107,817 157,492,451 470.6

56.3

年度

36,614,000 322,808,273 181,749,481 0 141,058,792 145,135,481 496.4

28

29

率
％  

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                    １６２,２１９,４５１円 

農業改良資金償還金               １８,３０４,７５０円 

違約金                      １,１０６,９５２円 

 

・増減額の主な内容 

繰越金                     １４,３６２,８９６円減 

農業改良資金償還金                ４,６９４,２５０円減 

 

○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

農業改良資金償還金              １１９,１４５,６３５円 

違約金                     ２１,９１３,１５７円 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
3.4

89.5 － － － 59.4

△ 3,969,500 0 0 0 △ 1,918,500対
前
年

度
比
較

金
額

△ 5,888,000

率
％

86.1

0 4,727,000 88.942,502,00028 37,775,000 0 0

0 2,808,500 92.336,614,000 33,805,50029 0 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

資金貸付金（償還金）              ２２,４８８,６９３円 

資金貸付金（繰出金）              １１,２４４,８０７円 
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・増減額の主な内容 

資金貸付金（償還金）               ２,６４４,９４９円減 

資金貸付金（繰出金）               １,３２２,５５１円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

資金貸付金（償還金）               １,５８２,３０７円 

資金貸付金（繰出金）                 ７９２,１９３円 

 

 

（６）市町村振興資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
42.9 0.0

86.5 99.0 99.0 － －

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 230,000,000 △ 48,199,577 △ 48,199,577 0 0

100.01,700,358,000 5,019,087,766 5,019,087,766 0 0 3,318,729,766 295.2

100.0

年度

1,470,358,000 4,970,888,189 4,970,888,189 0 0 3,500,530,189 338.1

28

29

率
％  

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                   ３,５１４,８２９,７６６円 

貸付金元利収入（元金）           １,１８９,５１０,０００円 

繰入金                    ２５９,３００,０００円 

 

・増減額の主な内容 

繰入金                    ２５９,３００,０００円増 

繰越金                    ２４７,８４９,１２１円減 

貸付金元利収入（元金）             ５７,３３５,０００円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 4.5

82.1 － 皆増 － 8.2

△ 269,400,000 0 219,500,000 0 △ 180,100,000対
前
年

度
比
較

金
額

△ 230,000,000

率
％

86.5

0 196,100,000 88.51,700,358,000 1,504,258,00028 0 0

0 16,000,000 84.01,470,358,000 1,234,858,000 029 219,500,000

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

市町村振興資金貸付金            １,２３４,５００,０００円 

 

・増減額の内容 

市町村振興資金貸付金             ２６９,４００,０００円減 
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○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

市町村振興資金貸付金             ２１９,５００,０００円 

 

○ 不用額の内容は、次のとおりである。 

市町村振興資金貸付金              １６,０００,０００円 

 

 

（７）県税証紙特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.3 0.0

率
％

121.3 120.9 120.9 － －

対
前
年

度
比
較

金
額

342,911,000 319,611,100 319,611,100 0 0

100.01,611,368,000 1,525,746,700 1,525,746,700 0 0 △ 85,621,300 94.7

100.0

年度

1,954,279,000 1,845,357,800 1,845,357,800 0 0 △ 108,921,200 94.4

28

29

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

自動車取得税証紙収入            １,３４１,７１１,７００円 

自動車税証紙収入               ４６１,２８８,３００円 

自動車取得税繰越金               ４２,３５７,８００円 

 

・増減額の内容 

自動車取得税証紙収入             ２９１,２３５,５００円増 

自動車税証紙収入                １８,７６４,５００円増 

自動車取得税繰越金                ９,６１１,１００円増 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
1.3

123.1 － － － 100.8

341,922,300 0 0 0 988,700対
前
年

度
比
較

金
額

342,911,000

率
％

121.3

0 127,979,100 92.11,611,368,00028 1,483,388,900 0 0

0 128,967,800 93.41,954,279,000 1,825,311,20029 0 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

自動車取得税繰出金             １,３６４,０２２,９００円 

自動車税繰出金                ４６１,２８８,３００円 

 

・増減額の内容 

自動車取得税繰出金              ３２３,１５７,８００円増 

自動車税繰出金                 １８,７６４,５００円増 
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○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

自動車取得税繰出金              １２１,９８５,１００円 

 

 

（８）集中管理特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

99.5 99.5 99.5 － －

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 550,578,000 △ 515,392,736 △ 515,392,736 0 0

100.0106,683,857,000 103,015,425,645 103,015,425,645 0 0 △ 3,668,431,355 96.6

100.0

年度

106,133,279,000 102,500,032,909 102,500,032,909 0 0 △ 3,633,246,091 96.6

28

29

率
％

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

給与管理収入              １０２,３０３,１４５,１５８円 

通信管理収入                  ５９,９６２,０３３円 

自動車使用料                  ５６,８９２,５５０円 

一般会計繰入金                 ３７,４２９,２４９円 

繰越金                     ２５,０１９,３７５円 

車両燃料管理収入                １７,３８４,５４４円 

 

・増減額の主な内容 

車両燃料管理収入                 １,２６０,５７６円増 

給与管理収入                 ５１１,８７５,８６３円減 

通信管理収入                   ２,９５３,６２６円減 

一般会計繰入金                  １,３６３,００３円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
0.1

99.5 － － － 99.0

△ 515,392,736 0 0 0 △ 35,185,264対
前
年

度
比
較

金
額

△ 550,578,000

率
％

99.5

0 3,693,450,730 96.5106,683,857,000 102,990,406,27028 0 0

0 3,658,265,466 96.6106,133,279,000 102,475,013,534 029 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

給与管理費               １０２,３６７,９９２,８０１円 

通信管理費                   ５９,９６２,０３３円 

自動車管理費                  ２９,６７４,１５６円 

車両燃料管理費                 １７,３８４,５４４円 
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・増減額の主な内容 

車両燃料管理費                  １,２６０,５７６円増 

給与管理費                  ５１４,５１０,３６４円減 

通信管理費                    ２,９５３,６２６円減 

 

○ 不用額の内容は、次のとおりである。 

給与管理費                 ３,６２１,６２８,１９９円 

車両燃料管理費                 １５,６６６,４５６円 

通信管理費                   １２,０３７,９６７円 

自動車管理費                   ８,９３２,８４４円 

 

 

（９）商工業振興資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 9.9 0.0

92.3 80.7 80.7 － －

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 3,628,480,000 △ 7,140,590,000 △ 7,140,590,000 0 0

100.047,100,031,000 36,927,909,000 36,927,909,000 0 0 △ 10,172,122,000 78.4

100.0

年度

43,471,551,000 29,787,319,000 29,787,319,000 0 0 △ 13,684,232,000 68.5

28

29

率
％

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

貸付金元利収入（元金）          １５,１７２,２６３,０００円 

繰入金                  １４,６１５,０５６,０００円 

 

・増減額の内容 

貸付金元利収入（元金）           ３,５８５,５６２,０００円減 

繰入金                   ３,５５５,０２８,０００円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 9.9

80.7 － － － 134.5

△ 7,140,590,000 0 0 0 3,512,110,000対
前
年

度
比
較

金
額

△ 3,628,480,000

率
％

92.3

0 10,172,122,000 78.447,100,031,00028 36,927,909,000 0 0

0 13,684,232,000 68.543,471,551,000 29,787,319,00029 0 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

一般会計繰出金              １５,１７２,００３,０００円 

資金貸付金                １４,６１５,０５６,０００円 
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・増減額の主な内容 

一般会計繰出金               ３,５８５,５４９,５２０円減 

資金貸付金                 ３,５５５,０２８,０００円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

資金貸付金                 ６,８４２,１１６,０００円 

一般会計繰出金               ６,８４１,８７６,０００円 

 

 

（10）林業・木材産業改善資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
15.4 0.9

率
％

100.0 107.2 108.4 － 99.1

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 28,000 12,708,682 12,928,682 0 △ 220,000

86.984,025,000 177,419,861 154,095,279 0 23,324,582 70,070,279 183.4

87.8

年度

83,997,000 190,128,543 167,023,961 0 23,104,582 83,026,961 198.8

28

29

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                    １３８,３３５,４５１円 

林業・木材産業改善資金償還金          １６,９４２,０００円 

木材産業等高度化推進資金貸付金元利収入     １１,５０１,６１５円 

 

・増減額の主な内容 

繰越金                     １５,４９２,３７０円増 

林業・木材産業改善資金償還金           ２,７５９,０００円減 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

林業・木材産業改善資金償還金          ２２,３７９,０００円 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
53.0

382.9 － － － 34.7

44,579,133 0 0 0 △ 44,607,133対
前
年

度
比
較

金
額

△ 28,000

率
％

100.0

0 68,265,172 18.884,025,000 15,759,82828 0 0

0 23,658,039 71.883,997,000 60,338,961 029 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

林業・木材産業改善資金貸付金（資金貸付金）   ４７,９００,０００円 

木材産業等高度化推進資金貸付金（貸付金）    １１,５００,０００円 
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・増減額の主な内容 

林業・木材産業改善資金貸付金（資金貸付金）   ４３,９００,０００円増 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

林業・木材産業改善資金貸付金（資金貸付金）   ２３,１００,０００円 

 

 

（11）流域下水道事業特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.7 0.0

106.2 105.4 105.4 － －

対
前
年

度
比
較

金
額

431,575,000 344,231,796 344,231,796 0 0

100.06,926,154,601 6,415,414,483 6,415,414,483 0 0 △ 510,740,118 92.6

100.0

年度

7,357,729,601 6,759,646,279 6,759,646,279 0 0 △ 598,083,322 91.9

28

29

率
％

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

管理費負担金                ２,８５１,２８９,７４８円 

一般会計繰入金               １,６５０,９４９,５１２円 

繰越金                    ７８７,２２６,０２０円 

事業費県補助金                ７２９,６８５,９９９円 

事業費負担金                 ３７３,４４５,０００円 

下水道債                   ３３０,０００,０００円 

 

・増減額の主な内容 

繰越金                    １９４,７２９,８３４円増 

事業費県補助金                 ７３,１４０,８８６円増 

下水道債                    ６０,０００,０００円増 

借換債                     ３７,０５０,０００円増 

管理費負担金                  ２１,７５４,７９５円増 

事業費負担金                  ４３,６８３,０７９円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.6

105.5 － 118.1 － 100.8

307,100,372 0 119,181,717 0 5,292,911対
前
年

度
比
較

金
額

431,575,000

率
％

106.2

0 639,709,537 81.36,926,154,60128 5,628,188,463 0 658,256,601

0 645,002,448 80.77,357,729,601 5,935,288,83529 0 777,438,318

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

維持管理費                 ２,８４６,２５９,１９４円 
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元利償還金                 １,６０６,７０９,３４６円 

流域下水道建設費              １,３７６,４９５,２８３円 

  管理総務費                  １０５,８２５,０１２円 

 

・増減額の主な内容 

流域下水道建設費               １５８,８１１,１２５円増 

維持管理費                  １１０,７０２,４４１円増 

管理総務費                   ３７,５１０,４６０円増 

 

○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

桂川流域下水道建設費             ３１３,２０２,６７７円 

富士北麓流域下水道建設費           １７６,０２２,２１０円 

釜無川流域下水道建設費            １６０,３４３,３０１円 

峡東流域下水道建設費             １１１,４１０,１３０円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

維持管理費                  ６４２,４７８,８０６円 

 

 

（12）公債管理特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

100.6 100.6 100.6 － －

対
前
年

度
比
較

金
額

830,248,000 833,651,674 833,651,674 0 0

100.0130,733,177,000 130,724,143,613 130,724,143,613 0 0 △ 9,033,387 100.0

100.0

年度

131,563,425,000 131,557,795,287 131,557,795,287 0 0 △ 5,629,713 100.0

28

29

率
％  

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

一般会計繰入金              ８４,２８７,９７５,３３３円 

借換債                  ４３,７００,４３７,０００円 

県債管理基金繰入金             ３,４３０,１９４,８０４円 

県債管理基金利子収入             １３９,１８８,１５０円 

 

・増減額の主な内容 

県債管理基金繰入金             ３,４３０,１９４,８０４円増 

一般会計繰入金               １,３７０,２４３,２２３円減 

借換債                   １,２４３,６５３,０００円減 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0

－ 62.3

833,651,674 0 0

100.6 100.6 － －

0 △ 3,403,674対
前
年

度
比
較

金
額

830,248,000

率
％

0 9,033,387 100.0130,733,177,000 130,724,143,61328 0 0

0 5,629,713 100.0131,563,425,000 131,557,795,287 029 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

元利償還金               １２５,３０１,６７４,８２４円 

公債費県債管理基金積立金          ６,００６,０００,０００円 

諸支出金県債管理基金積立金          １３９,１８８,１５０円 

公債諸費                   １１０,９３２,３１３円 

 

・増減額の主な内容 

公債費県債管理基金積立金           ６９３,０００,０００円増 

元利償還金                  １１３,７０５,８００円増 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

公債諸費                     ５,５６５,６８７円 
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５ 財   産 

 

（１）公有財産 

 

① 土地及び建物 

1,808,235.61合　　　計 1,593,795,262.19 11,167.55 1,593,806,429.74 1,794,988.54 13,247.07

13,045.71 1,787,783.19

普通財産 68,934,836.18 △ 527,882.81 68,406,953.37 20,251.06 201.36 20,452.42

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

行政財産 1,524,860,426.01 539,050.36 1,525,399,476.37 1,774,737.48

区　　分

土　　　地 建　　　物

前年度末

現在高

平成29年度中

増減高

平成29年度末

現在高

前年度末

現在高

平成29年度中

増減高

平成29年度末

現在高

㎡

 

 

ア 行政財産 

     土地の平成２９年度末現在高は､前年度末と比較して５３万９,０５０.３６㎡増加している｡

これは主として、植樹用地等貸付地の返還に伴う普通財産から行政財産への分類替えによる

山林の増加５２万２,７８８.００㎡、やまびこ支援学校の移転先用地の取得による増加１万

６,５４１.３５㎡等によるものである。 

     建物の平成２９年度末現在高は､前年度末と比較して１万３,０４５.７１㎡増加している｡

これは主として、都留興譲館高等学校実習棟、富士見団地、県庁西立体駐車場の新築等によ

るものである。 

 

イ 普通財産 

     土地の平成２９年度末現在高は､前年度末と比較して５２万７,８８２.８１㎡減少している｡

これは主として ､山林の普通財産から行政財産への分類替えによる減少５２万

２,７８８.００㎡等によるものである。 

建物の平成２９年度末現在高は､前年度末と比較して２０１.３６㎡増加している｡これは

（株）山梨食肉流通センターの延床面積の訂正によるものである。 

なお､普通財産の未利用地については､平成２９年度末で２２件､６万９,７５１.６７㎡（台

帳価格２億９,５９７万２,０００円）が残されている｡ 
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② 山林及び立木 

分

収

25,924,385.00

行政

財産

△ 29,394.00 24,424,697.00

45,870.00

1,453,818.00

合計 1,582,839,072.00 0.00 1,582,839,072.00 25,911,575.00 12,810.00

45,870.00 0.00

1,411,614.00 42,204.00

所

有

行政

財産
1,514,872,836.00 522,788.00 1,515,395,624.00 24,454,091.00

普通

財産
67,966,236.00 △ 522,788.00 67,443,448.00

㎡ ㎡ ㎡ ㎥ ㎥ ㎥

区　　分

山　　　林 立木の推定蓄積量

前年度末

現在高

平成29年度中

増減高

平成29年度末

現在高

前年度末

現在高

平成29年度中

増減高

平成29年度末

現在高

 

     山林の平成２９年度末現在高は､１５億８,２８３万９,０７２.００㎡で､前年度末との増減

はなかった。 

立木の推定蓄積量の平成２９年度末現在高は､前年度末と比較して１万２,８１０.００㎥増

加している｡これは主として、分収林事業に係る立木の増によるものである。 

 

 

③ 動  産 

機航空機（ヘリコプター） 1 機 0 機 1

区　　　　　分 前年度末現在高 平成29年度中増減高 平成29年度末現在高

 
     航空機の平成２９年度末現在高は､１機で、前年度末との増減はなかった｡ 

 

 

④ 物  権 

合　　　計 77,341,514.53 △ 2,577,600.00 74,763,914.53

地　　上　　権 77,341,285.96 △ 2,577,600.00 74,763,685.96

地　　役　　権 228.57 0.00 228.57

区　　　　　　分
前年度末現在高 平成29年度中増減高 平成29年度末現在高

㎡ ㎡ ㎡

 

 地上権の平成２９年度末現在高は､７,４７６万３,６８５.９６㎡で､（公財）山梨県林業公

社から承継した分収林に係るもの及び流域下水道幹線に係るものであり、前年度末と比較して

２５７万７,６００.００㎡減少している。これは分収林に係る面積の訂正によるものである。   

地役権は２２８.５７㎡で、流域下水道幹線の維持管理に係るものであり、前年度末との増

減はなかった。 
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⑤ 無体財産権 

そ　　の　　他 36 5 41

合　　　　　計 62 3 65

特　　許　　権 21 △ 1 20

著　　作　　権 5 △ 1 4

区　　　　　　分
前年度末現在高 平成29年度中増減高 平成29年度末現在高

件 件 件

 

     無体財産権の平成２９年度末現在高は､「ジャカード織物の製造方法」等の特許権２０件､「山

梨県財務会計システム」等の著作権４件及びその他（意匠登録、品種登録、商標登録）４１件

を合わせて６５件である。 

平成２９年度の新規登録は、特許権３件（「ジャカード織物多色織パターンの生成方法、装

置およびプログラム」、「マグネシウム合金の表面処理方法」、「縦型成膜装置」）、その他８件（意

匠権 塗り絵用紙、品種登録 オウトウ「ぽれん太」、ブドウ「甲斐ベリー３」、商標登録 薬

草「kai 大黄」、きのこ「山梨夏っ子きのこ」、オウトウ「甲斐ルビー」、やまなしＧＡＰ認証マ

ーク、「富士の介」）である。 

登録解除は、特許権４件、著作権１件、その他３件（意匠権２件、品種登録１件）である。 

 

 

⑥ 有価証券 

株　　　　　券 262,892,000 0 262,892,000

区　　　　　　分
前年度末現在高 平成29年度中増減高 平成29年度末現在高

円 円 円

 

     有価証券の平成２９年度末現在高は､額面金額で２億６,２８９万２,０００円であり､前年

度末との増減はなかった｡ 

 

 

⑦ 出資による権利 

合　　　　　計 17,235,169,362 △ 558,706 17,234,610,656

円

出　　資　　金 9,400,953,362 △ 558,706 9,400,394,656

出　　捐　　金 7,834,216,000 0 7,834,216,000

区　　　　　　分
前年度末現在高 平成29年度中増減高 平成29年度末現在高

円 円

 

出資金の平成２９年度末現在高は、９４億３９万４,６５６円で、前年度末と比較して５５万

８,７０６円減少している。これは主として、（独）農林漁業信用基金出資金が５４万

９,２５２円減少したことによるものである。 
出捐金の平成２９年度末現在高は、７８億３,４２１万６,０００円で、前年度末との増減は

なかった。 
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（２）物 品 

平成29年度中増減高 平成29年度末現在高

点 △ 35 点 5,192

区　　　　　　分 前年度末現在高

点

車　　　　　　　両 1,467 台 △ 38 台 1,429 台

庁用器具その他 5,227

合　　　　　計 6,694 点(台） △ 73 点(台） 6,621 点(台）

 

     庁用器具その他の平成２９年度末現在高は､前年度末と比較して３５点減少している｡これ

は主として、情報関連機器、試験及び計測機器、船車、教育器具などの減少によるものである。 
     車両の平成２９年度末現在高は１,４２９台で、前年度末と比較して３８台減少している。 

 

 

（３）債 権 

貸付金 43,450,010,501 △ 1,884,205,221 41,565,805,280

区　　　　　　分
前年度末現在額 平成29年度中増減額 平成29年度末現在額

円 円 円

 

     貸付金の平成２９年度末現在額は､前年度末と比較して１８億８,４２０万５,２２１円減少

している｡これは主として､県立病院機構施設整備貸付金が６億９,１００万円、県内中小企業

者の経営不安の解消と事業活動の円滑化のための経営安定資金貸付金が５億３,５４５万

５,０００円、中小企業者の連携や企業の集積を支援するための高度化資金貸付金が２億

５,６６３万４,０００円、小規模企業者の創業と経営基盤の強化に資する設備投資を支援する

ための小規模企業者等設備導入資金貸付金が２億３,１４１万９,０００円減少したことなど

によるものである｡ 
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、

災
害

救
助

法
の

規
定

に
よ

る
救

助
に

要
す

る
資

金
を

整
備

す
る

た
め

山
梨

県
土

地
開

発
基

金

S
4
4
～

、
公

用
若

し
く

は
公

共
用

に
供

す
る

土
地

又
は

公
共

の
利

益
の

た
め

に
取

得
す

る
必

要
の

あ
る

土
地

を
あ

ら
か

じ
め

取
得

す
る

こ
と

に
よ

り
、

事
業

の
円

滑
な

執
行

を
図

る
た

め

土
地

0

建
物

0

S
3
9
～

、
災

害
の

復
旧

、
緊

急
に

実
施

す
る

こ
と

が
必

要
と

な
っ

た
大

規
模

な
建

設
事

業
等

の
経

費
に

要
す

る
財

源
を

確
保

し
、

長
期

に
わ

た
る

財
政

の
調

整
を

図
り

、
財

政
の

健
全

な
運

営
に

資
す

る
た

め

（
４

）
 
 
基

　
　

金

区
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９
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梨
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政
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基
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分

種
別

平
成

２
９

年
度

出
納
整

理
期

間
中

の
増

減
　
円

現
金

4
2
,
4
2
5
,
4
2
7

2
8
,
6
2
1

4
2
,
4
5
4
,
0
4
8

文
学

資
料

2
0
8
,
2
9
1
,
9
6
0

0
2
0
8
,
2
9
1
,
9
6
0

小
計

2
5
0
,
7
1
7
,
3
8
7

2
8
,
6
2
1

2
5
0
,
7
4
6
,
0
0
8

現
金

2
4
,
0
7
2
,
1
0
4
,
5
5
3

△
 
1
,
4
8
4
,
5
1
2
,
1
7
5

2
2
,
5
8
7
,
5
9
2
,
3
7
8

小
計

2
4
,
0
7
2
,
1
0
4
,
5
5
3

△
 
1
,
4
8
4
,
5
1
2
,
1
7
5

2
2
,
5
8
7
,
5
9
2
,
3
7
8

有
価

証
券

1
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
1
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

小
計

1
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
1
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

現
金

7
,
7
0
5
,
9
7
0

1
6
0
,
0
0
0

7
,
8
6
5
,
9
7
0

有
価

証
券

8
0
0
,
8
8
0
,
0
0
0

△
 
1
6
0
,
0
0
0

8
0
0
,
7
2
0
,
0
0
0

小
計

8
0
8
,
5
8
5
,
9
7
0

0
8
0
8
,
5
8
5
,
9
7
0

現
金

9
8
,
5
5
4
,
2
6
0

△
 
9
8
,
2
6
0
,
6
7
5

2
9
3
,
5
8
5

1
0
,
8
8
0
,
7
3
6

有
価

証
券

2
,
4
4
9
,
6
8
2
,
8
8
0

9
9
,
6
6
3
,
0
4
0

2
,
5
4
9
,
3
4
5
,9
2
0

小
計

2
,
5
4
8
,
2
3
7
,
1
4
0

1
,
4
0
2
,
3
6
5

2
,
5
4
9
,
6
3
9
,
5
0
5

現
金

6
6
,
9
7
0
,
5
8
0

2
,
1
9
5
,
4
3
9

6
9
,
1
6
6
,
0
1
9

有
価

証
券

1
,
0
5
4
,
0
9
2
,
8
2
6

△
 
3
0
,
9
4
2

1
,
0
5
4
,
0
6
1
,
8
8
4

小
計

1
,
1
2
1
,
0
6
3
,
4
0
6

2
,
1
6
4
,
4
9
7

1
,
1
2
3
,
2
2
7
,
9
0
3

現
金

4
,
3
5
8
,
2
7
1

0
4
,
3
5
8
,
2
7
1

有
価

証
券

1
,
4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
1
,
4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

小
計

1
,
4
0
4
,
3
5
8
,
2
7
1

0
1
,
4
0
4
,
3
5
8
,
2
7
1

現
金

9
3
1
,
6
7
8
,
6
1
7

△
 
1
2
3
,
6
0
3
,
2
4
4

8
0
8
,
0
7
5
,
3
7
3

小
計

9
3
1
,
6
7
8
,
6
1
7

△
 
1
2
3
,
6
0
3
,
2
4
4

8
0
8
,
0
7
5
,
3
7
3

現
金

3
7
5
,
1
6
2
,
6
9
9

△
 
4
,
7
4
7
,
8
8
0

3
7
0
,
4
1
4
,
8
1
9

歴
史

資
料

等
7
3
6
,
4
1
6
,
7
3
8

5
,
0
0
0
,
6
5
6

7
4
1
,
4
1
7
,
3
9
4

小
計

1
,
1
1
1
,
5
7
9
,
4
3
7

2
5
2
,
7
7
6

1
,
1
1
1
,8

3
2
,
2
1
3

現
金

2
,
7
7
8
,
7
6
7
,
2
5
8

△
 
2
,
7
7
8
,
7
6
7
,
2
5
8

0

小
計

2
,
7
7
8
,
7
6
7
,
2
5
8

△
 
2
,
7
7
8
,
7
6
7
,
2
5
8

0

山
梨

県
介

護
保

険
財

政
安

定
化

基
金

H
1
2
～

、
市

町
村

の
保

険
財

政
の

安
定

化
を

図
り

、
一

般
会

計
か

ら
の

繰
入

を
回

避
で

き
る

よ
う

、
保

険
料

未
納

や
、

給
付

費
の

見
込

み
誤

り
等

に
起

因
す

る
財

政
不

足
に

つ
い

て
、

資
金

の
貸

付
・

交
付

を
行

う
に

資
す

る
た

め

山
梨

県
歴

史
資

料
等

取
得

基
金

H
1
3
～

、
歴

史
、

民
俗

等
に

関
す

る
資

料
の

取
得

を
円

滑
か

つ
効

率
的

に
行

う
た

め

山
梨

県
国

民
健

康
保

険
広

域
化

等
支

援
基

金

H
1
4
～

、
国

民
健

康
保

険
事

業
の

運
営

の
広

域
化

に
伴

う
保

険
料

の
平

準
化

や
国

保
財

政
の

安
定

的
な

運
営

を
支

援
す

る
た

め
（

H
3
0
.
3
.
3
1
失

効
）

山
梨

県
地

域
福

祉
基

金

H
3
～

、
地

域
に

お
け

る
保

健
活

動
及

び
福

祉
活

動
に

対
し

て
支

援
す

る
た

め

山
梨

県
中

山
間

地
域

農
村

活
性

化
基

金

H
5
～

、
中

山
間

地
域

に
お

け
る

土
地

改
良

施
設

及
び

こ
れ

と
一

体
的

に
保

全
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
農

地
の

機
能

を
良

好
に

発
揮

さ
せ

る
た

め
の

地
域

的
な

共
同

活
動

を
支

援
す

る
こ

と
に

よ
り

、
当

該
地

域
に

お
け

る
農

村
の

活
性

化
を

図
る

た
め

山
梨

県
森

林
整

備
担

い
手

対
策

基
金

H
5
～

、
森

林
の

整
備

の
担

い
手

と
し

て
林

業
労

働
に

従
事

す
る

者
の

福
祉

の
向

上
、

養
成

及
び

確
保

を
図

る
た

め

山
梨

県
公

共
施

設
整

備
等

事
業

基
金

H
元

～
、

公
共

施
設

の
整

備
そ

の
他

県
民

福
祉

の
向

上
に

資
す

る
長

期
的

な
計

画
に

基
づ

く
事

業
を

円
滑

に
推

進
す

る
た

め

山
梨

県
ふ

る
さ

と
づ

く
り

基
金

H
2
～

、
地

域
の

住
民

を
主

体
に

し
て

、
市

町
村

及
び

県
が

一
体

と
な

っ
て

取
り

組
む

ふ
る

さ
と

づ
く

り
を

推
進

す
る

こ
と

に
よ

り
、

活
力

に
あ

ふ
れ

、
う

る
お

い
に

満
ち

た
個

性
豊

か
な

地
域

社
会

を
建

設
す

る
た

め

山
梨

県
環

境
保

全
基

金

H
2
～

、
県

民
、

事
業

者
等

に
対

す
る

環
境

の
保

全
に

関
す

る
知

識
の

普
及

等
、

地
域

に
根

ざ
し

た
環

境
保

全
活

動
を

推
進

す
る

こ
と

に
よ

り
、

県
土

の
環

境
の

保
全

を
図

る
た

め

山
梨

県
文

学
資

料
取

得
基

金

S
6
0
～

、
文

学
作

品
及

び
文

学
に

関
す

る
資

料
の

取
得

を
円

滑
か

つ
効

率
的

に
行

う
た

め
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２

９
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分

種
別

平
成

２
９

年
度

出
納

整
理

期
間

中
の

増
減

　
円

現
金

6
2
,
8
2
2
,
5
0
3

△
 
1
6
6
,
3
9
5

6
2
,
6
5
6
,
1
0
8

6
2
2
,
7
4
0

小
計

6
2
,
8
2
2
,
5
0
3

△
 
1
6
6
,
3
9
5

6
2
,
6
5
6
,
1
0
8

現
金

1
,
4
1
2
,
0
1
0
,
0
4
6

7
4
4
,
7
0
0

1
,
4
1
2
,
7
5
4
,
7
4
6

小
計

1
,
4
1
2
,
0
1
0
,
0
4
6

7
4
4
,
7
0
0

1
,
4
1
2
,
7
5
4
,
7
4
6

現
金

1
7
3
,
8
0
9
,
5
3
9

△
 
7
9
,
9
6
8
,
4
1
1

9
3
,
8
4
1
,
1
2
8

6
9
2

小
計

1
7
3
,
8
0
9
,
5
3
9

△
 
7
9
,
9
6
8
,
4
1
1

9
3
,
8
4
1
,
1
2
8

現
金

0
0

0

小
計

0
0

0

現
金

4
,
9
4
2
,
4
0
4

△
 
4
,
9
4
2
,
4
0
4

0

小
計

4
,
9
4
2
,
4
0
4

△
 
4
,
9
4
2
,
4
0
4

0

現
金

3
6
9
,
3
6
6

1
3
,
5
4
0
,
7
7
5

1
3
,
9
1
0
,
1
4
1

1
,
5
7
7
,
7
4
1

小
計

3
6
9
,
3
6
6

1
3
,
5
4
0
,
7
7
5

1
3
,
9
1
0
,
1
4
1

現
金

0
0

0

小
計

0
0

0

現
金

1
9
7
,
2
4
1
,
9
4
5

△
 
9
4
,
1
8
1
,
2
8
4

1
0
3
,
0
6
0
,
6
6
1

小
計

1
9
7
,
2
4
1
,
9
4
5

△
 
9
4
,
18
1
,
2
8
4

1
0
3
,
0
6
0
,
6
6
1

現
金

3
,
4
9
0
,
5
6
5
,
0
0
9

2
8
1
,
4
3
9
,
6
9
0

3
,
7
7
2
,
0
0
4
,
6
9
9

4
2
,
4
8
1
,
5
7
1

小
計

3
,
4
9
0
,
5
6
5
,
0
0
9

2
8
1
,
4
3
9
,
6
9
0

3
,
7
7
2
,
0
0
4
,
6
9
9

現
金

4
2
7
,
9
5
4
,
5
0
5

1
,
3
5
7
,
1
2
1
,
1
5
6

1
,
7
8
5
,
0
7
5
,
6
6
1

小
計

4
2
7
,
9
5
4
,
5
0
5

1
,
3
5
7
,
1
2
1
,
1
5
6

1
,
7
8
5
,
0
7
5
,
6
6
1

現
金

1
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

△
 
1
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0

有
価

証
券

1
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

小
計

2
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
2
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

現
金

2
2
0
,
4
1
9
,
0
7
6

4
2
1
,
9
8
0

2
2
0
,
8
4
1
,
0
5
6

小
計

2
2
0
,
4
1
9
,
0
7
6

4
2
1
,
9
8
0

2
2
0
,
8
4
1
,
0
5
6

山
梨

県
富

士
山

保
全

協
力

金
基

金

H
2
6
～

、
富

士
山

の
環

境
保

全
に

関
す

る
施

策
を

実
施

す
る

た
め

山
梨

県
農

地
集

積
・

集
約

化
対

策
基

金

H
2
6
～

、
農

用
地

の
利

用
の

効
率

化
及

び
高

度
化

の
促

進
を

図
る

た
め

山
梨

県
地

域
医

療
介

護
総

合
確

保
基

金

H
2
6
～

、
地

域
に

お
け

る
医

療
及

び
介

護
の

総
合

的
な

確
保

を
推

進
す

る
た

め

山
梨

県
国

民
健

康
保

険
財

政
安

定
化

基
金

H
2
7
～

、
国

民
健

康
保

険
の

財
政

の
安

定
的

な
運

営
を

図
る

た
め

山
梨

県
大

村
智

人
材

育
成

基
金

H
2
8
～

、
青

少
年

を
は

じ
め

県
民

の
科

学
、

芸
術

等
に

対
す

る
理

解
と

関
心

を
一

層
深

め
、

そ
の

豊
か

な
感

性
を

養
い

、
及

び
創

造
性

を
培

う
こ

と
に

よ
り

、
も

っ
て

次
代

を
担

う
人

材
の

育
成

を
図

る
た

め

山
梨

県
も

の
づ

く
り

人
材

就
業

支
援

基
金

H
2
8
～

、
製

造
業

に
お

け
る

高
度

な
知

識
又

は
技

術
を

有
す

る
人

材
の

育
成

及
び

確
保

を
図

る
た

め

山
梨

県
消

費
者

行
政

活
性

化
基

金

H
2
1
～

、
消

費
者

の
消

費
生

活
に

お
け

る
被

害
を

防
止

し
、

そ
の

安
全

を
確

保
す

る
た

め
（

H
3
0
.
3
.
3
1
失

効
）

山
梨

県
森

林
整

備
加

速
化

・
林

業
再

生
基

金

H
2
1
～

、
間

伐
等

の
森

林
整

備
の

加
速

化
と

間
伐

材
等

の
森

林
資

源
を

活
用

し
た

林
業

・
木

材
産

業
等

地
域

産
業

の
再

生
の

た
め

の
事

業
を

実
施

す
る

た
め

（
H
3
0
.
3
.
3
1
失

効
）

山
梨

県
森

林
環

境
保

全
基

金

H
2
4
～

、
森

林
及

び
環

境
の

保
全

に
関

す
る

施
策

を
実

施
す

る
た

め

山
梨

県
森

林
整

備
地

域
活

動
支

援
基

金

H
1
4
～

、
森

林
が

持
つ

多
面

的
機

能
が

十
分

発
揮

さ
れ

る
よ

う
、

適
切

な
森

林
整

備
の

推
進

を
図

り
、

市
町

村
を

通
じ

て
、

森
林

所
有

者
等

が
行

う
森

林
整

備
の

地
域

活
動

を
支

援
す

る
た

め

山
梨

県
後

期
高

齢
者

医
療

財
政

安
定

化
基

金

H
2
0
～

、
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

の
安

定
化

に
資

す
る

た
め

、
高

齢
者

の
医

療
の

確
保

に
関

す
る

法
律

第
1
1
6
条

の
規

定
に

基
づ

き
設

置
し

、
給

付
費

の
見

込
み

誤
り

等
に

起
因

す
る

財
政

不
足

を
支

援
す

る
た

め

山
梨

県
安

心
こ

ど
も

基
金

H
2
1
～

、
市

町
村

が
行

う
保

育
所

等
の

整
備

促
進

に
係

る
事

業
を

支
援

す
る

た
め
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前
年

度
末

現
在

高
平

成
２

９
年

度
中

増
減

高
平

成
２

９
年

度
末

現
在

高
備

　
　

　
　

　
考

円
円

円
（

設
置

年
及

び
設

置
目

的
）

区
　

　
　

　
　

　
　

 
 
分

種
別

平
成

２
９

年
度

出
納
整

理
期

間
中

の
増

減
　
円

現
金

8
4
,
3
1
7
,
6
9
0
,
4
4
3

△
 
1
0
,
6
5
5
,
5
4
2
,
6
5
6

7
3
,
6
6
2
,
1
4
7
,
7
8
7

5
5
,
5
6
3
,
4
8
0

有
価

証
券

2
7
,
8
6
2
,
9
2
5
,
7
7
5

9
,
3
4
5
,
0
5
1
,
7
6
1

3
7
,
2
0
7
,
9
7
7
,
5
3
6

貸
付

金
0

0
0

土
地

4
,
2
7
7
,
5
6
8
,
0
1
3

4
,
2
7
7
,
5
6
8
,
0
1
3

計
(
4
2
7
,
6
0
4
.
3
1
㎡

)
(
4
2
7
,
6
0
4
.
3
1
㎡

)

建
 
 
 
 
物

1
0
,
8
8
9
,
0
0
0

1
0
,
8
8
9
,
0
0
0

(
3
2
0
.
2
5
㎡

)
(
3
2
0
.
2
5
㎡

)

美
術

資
料

1
,
4
5
1
,
6
1
3
,
3
3
5

0
1
,
4
5
1
,
6
1
3
,
3
3
5

文
学

資
料

2
0
8
,
2
9
1
,
9
6
0

0
2
0
8
,
2
9
1
,
9
6
0

歴
史

資
料

等
7
3
6
,
4
1
6
,
7
3
8

5
,
0
0
0
,
6
5
6

7
4
1
,
4
1
7
,
3
9
4

1
1
8
,
8
6
5
,
3
9
5
,
2
6
4

△
 
1
,
3
0
5
,
4
9
0
,
2
3
9

1
1
7
,
5
5
9
,
9
0
5
,
0
2
5

5
5
,
5
6
3
,
4
8
0
　

 

こ
れ

は
、

山
梨

県
財

政
調

整
基

金
ほ

か
１

４
基

金
が

３
４

億
１

６
万

４
,
２

５
２

円
増

加
し

た
も

の
の

、
山

梨
県

県
有

林
基

金
ほ

か
７

基
金

が
４

７
億

５
６

５
万

４
,
４

９
１

円

減
少

し
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

あ
る

。

　
基

金
の

平
成

２
９

年
度

末
現

在
高

は
１

,
１

７
５

億
５

,
９

９
０

万
５

,
０

２
５

円
で

、
前

年
度

末
と

比
較

し
て

１
３

億
５

４
９

万
２

３
９

円
（

１
.
１

０
％

）
減

少
し

て
い

る
。

0 0

合
　

　
　

　
　

　
 
 
計



平成29年度基金運用状況審査意見書





写 

梨 監 第 ４ ７ ９ 号 

平成３０年９月１４日 

山梨県知事 後 藤 斎  殿 

 

山梨県監査委員  佐 藤 佳 臣 

山梨県監査委員  小 泉 久 司 

山梨県監査委員  安 本 美 紀 

山梨県監査委員  杉 山   肇 

 

平成２９年度山梨県基金運用状況の審査意見について 

 

地方自治法第２４１条第５項の規定に基づき審査に付された山梨県土地開発基

金ほか４基金の平成２９年度運用状況について審査した結果、次のとおり意見書を

提出します。 
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平成２９年度基金運用状況審査意見書 

 

 

第 １  審 査 の 対 象 

 

平成２９年度   山 梨 県 土 地 開 発 基 金 

平成２９年度   山 梨 県 自 然 保 護 基 金 

平成２９年度   山 梨 県 美 術 資 料 取 得 基 金 

平成２９年度   山 梨 県 文 学 資 料 取 得 基 金 

平成２９年度   山梨県歴史資料等取得基金 

 

 

第 ２  審 査 の 期 間 

 

平成３０年８月１６日から平成３０年９月１３日まで 

 

 

第 ３  審 査 の 手 続 

 

審査に当たっては、 

１ 基金運用状況調書の計数は、諸帳票、証拠書類等と符合し正確であるか。 

２ 基金の設置の目的が十分果たされるよう適正かつ効率的に運用されているか。 

などの諸点に主眼をおき、関係職員から概況を聴取するとともに、定例監査及び例月現金出納検査の結果 

を踏まえ審査を行った。 

 

 

第 ４  審査の結果及び意見 

 

各基金の運用状況調書の計数は、諸帳票、証拠書類及び指定金融機関等の残高証明書の計数と合致してお

り、正確なものと認められた。 

なお、基金の運用については、歴史資料等取得基金により資料等取得は行われているものの、他の基金は、

ここ数年活用されていないことから、改めて、基金の必要性を確認し、それぞれの基金の設置目的に沿った

適正かつ効率的な運用に努められたい。 

 



― 70 ―

第 ５  運 用 の 状 況 

 

１ 山梨県土地開発基金 

 

  平成２９年度末現在高は、６５億８,９５５万１円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区 分 
前年度末現在高 

平 成 ２ ９ 年 度 中 増 減 高 
平成29年度末現在高 

平成29年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 土地等取得 土地等処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 2,312,477,986 3,015,002     2,315,492,988  

土 地 
4,263,168,013       4,263,168,013   

(426,414.31㎡）     (426,414.31㎡）  

建 物 
10,889,000       10,889,000  

 (320.25㎡）     (320.25㎡） 

計 6,586,534,999 3,015,002   6,589,550,001   

 （注） 元金及び預金利子の増分は、１３１万１,４４５円の積立と、１７０万３,５５７円の預金利子で

ある。 

 

２ 山梨県自然保護基金 

 

  平成２９年度末現在高は、１億３,８９０万９,７６３円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

平 成 ２ ９ 年 度 中 増 減 高 
平成29年度末現在高 

平成29年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 土地取得 土地処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 124,460,284 49,479     124,509,763   

土 地 
14,400,000       14,400,000   

(1,190.00㎡）     (1,190.00㎡）  

計 138,860,284 49,479     138,909,763   

（注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。 
 
３ 山梨県美術資料取得基金 

 

  平成２９年度末現在高は、１６億２,３４９万６,６７５円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

平 成 ２ ９ 年 度 中 増 減 高 
平成29年度末現在高 

平成29年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 美術資料取得 美術資料処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 158,970,509 12,912,831     171,883,340   

美術資料 1,451,613,335       1,451,613,335   

計 1,610,583,844 12,912,831     1,623,496,675   

（注） 元金及び預金利子の増分は、１,２８０万円の積立と、１１万２,８３１円の預金利子である。 
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４ 山梨県文学資料取得基金 

 

平成２９年度末現在高は、２億５,０７４万６,００８円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

平 成 ２ ９ 年 度 中 増 減 高 
平成29年度末現在高 

平成29年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 文学資料取得 文学資料処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 42,425,427 28,621     42,454,048   

文学資料 208,291,960       208,291,960   

計 250,717,387 28,621     250,746,008   

 （注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。 

 

５ 山梨県歴史資料等取得基金 

 

 平成２９年度末現在高は、１１億１,１８３万２,２１３円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

平 成 ２ ９ 年 度 中 増 減 高 
平成29年度末現在高 

平成29年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 歴史資料等取得 歴史資料等処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 375,162,699 252,776 △5,000,656   370,414,819   

歴史資料等 736,416,738   5,000,656   741,417,394   

計 1,111,579,437 252,776 0  1,111,832,213   

 （注） 現金の減少は、預金利子が２５万２,７７６円増加したものの、歴史資料の取得に５００万６５６円

要したためである。歴史資料の増分は、次の１１点を取得したものである。 

 

① 倭名類聚鈔
わみょうるいじゅうしょう

   （元和３年古活字版）   

② 北 条
ほうじょう

氏
うじ

康
やす

書 状
しょじょう

 （２月１３日付、小山田弥三郎あて）    

③ 川中島両将直戦圖
かわなかじまりょうしょうじきせんのず

  歌川
うたがわ

国
くに

芳
よし

 筆 

④ 頼朝公冨士
よりともこうふじ

之
の

御狩
おんかり

ノ
の

圖
ず

  歌川
うたがわ

芳員
よしかず

 筆 

⑤ 大日本
だいにほん

名 将
めいしょう

鑑
かがみ

 武田
たけだ

大膳
だいぜん

太夫
だゆう

晴
はる

信
のぶ

入 道
にゅうどう

信
しん

玄
げん

  月岡
つきおか

芳
よし

年
とし

 筆 

⑥ 相生
あいおい

天神
てんじん

関連
かんれん

資料
しりょう

 一括
いっかつ

 

⑦ 東海道五十三對
とうかいどうごじゅうさんつい

 御油
ご ゆ

  歌川
うたがわ

国
くに

芳
よし

 筆 

⑧ 冨士山體内巡
ふじさんたいないめぐり

之
の

圖
ず

  歌川
うたがわ

貞
さだ

秀
ひで

 筆 

⑨ 曽我
そ が

物 語
ものがたり

 冨士狩場十番切圖
ふじのかりばじゅうばんぎりのず

  歌川
うたがわ

貞
さだ

秀
ひで

 筆 

⑩ 長篠
ながしの

合戦
かっせん

 山縣三郎兵衛討死之圖
やまがたさぶろべえうちじにのず

  月岡
つきおか

芳
よし

年
とし

 筆 

⑪ 開化舊弊冨士山参詣之圖
かいかきゅうへいふじさんさんけいのず

 歌川
うたがわ

芳
よし

藤
ふじ

 筆 




